
 

 

令和５年３月定例会 教育長報告 

 

 

◆３月の主な活動 

１０日  教育委員会臨時会（清水庁舎）［教育長・委員］ 

２２・２８日  黄色い横断バッグ贈呈式（静岡庁舎・清水庁舎）[教育長] 

２３日    教育委員会定例会（清水庁舎）［教育長・委員］ 

 

 

◆４月の主な予定 

５日    令和５年度市町教育委員会教育長会（静岡県庁）［教育長］ 

６日    交通安全グッズ 贈呈式（清水庁舎）［教育長］ 

１４日    教育委員会定例会（清水庁舎）［教育長・委員］ 

２４日  教育委員会臨時会（清水庁舎）［教育長・委員］ 

２７日  静岡県都市教育長協議会総会（沼津市内）［教育長］ 

 











 

議案第４３号 

 

静岡市体育館条例施行規則の一部改正について 

 

静岡市体育館条例施行規則の一部を改正する規則を、次のとおり定める。 

令和 ５年 ３月２３日提出 

 

静岡市教育委員会 

教育長 赤 堀 文 宣      

（観光交流文化局スポーツ振興課）   

    

記 

１ 内  容   新旧対照表のとおり 

２ 提案理由   静岡市体育館条例の一部改正に伴い、規則の一部改正をしようとするものであ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

規２－(２) 

② 



例規概要説明書 

 

審査議案 第    号 静岡市例規集第 巻  頁 

 

例規概要説明書（観光交流文化局スポーツ振興課） 

 

１ 例規の名称 静岡市体育館条例施行規則 

２ 制定改廃の別

（該当を選択） 
□制定    ■一部改正    □全部改正    □廃止 

３ 制定改廃の

理由 

 静岡市体育館条例の一部改正に伴い、所要の改正を行う。 

４ 施行期日 令和５年４月１日 

５ 制定改廃の

概要 

（１）静岡市清水三保体育館の廃止に伴い、所要の改正を行うこととした。

（第２条関係） 

（２）静岡市清水三保体育館の廃止に伴い、様式を修正することとした。（様

式第１号、様式第２号、様式第３号及び様式第８号関係） 

（３）この規則は、令和５年４月１日から施行することとした。（附則関係） 

 

 

 

 

 

６ 法的な検討

事項 

 

７ 関係する法

令･条例等 

静岡市体育館条例 

８ 予算措置等

特記事項 

 



静岡市教育委員会規則第  号 

静岡市体育館条例施行規則の一部を改正する規則をここに制定する。 

令和  年  月  日 

 

静岡市教育委員会         

教育長 赤 堀 文 宣      

 

静岡市体育館条例施行規則の一部を改正する規則 

静岡市体育館条例施行規則（平成15年静岡市教育委員会規則第３号）の一部を次のように改

正する。 

 第２条第１項中「静岡市清水三保体育館及び」及び「（以下この項において「静岡市清水三保

体育館等」という。）」を削り、「、静岡市清水三保体育館等にあっては」を「、静岡市由比体育

館にあっては」に改める。 

様式第１号備考及び様式第２号備考中「静岡市清水三保体育館及び」を削る。 

様式第３号１体育館（静岡市中央体育館の屋内プール並びに静岡市清水三保体育館及び静岡

市由比体育館を除く。）個人利用券中「並びに静岡市清水三保体育館」を削る。 

様式第８号備考中「静岡市清水三保体育館及び」を削る。 

  附 則 

この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

    



 静岡市体育館条例施行規則（平成15年静岡市教育委員会規則第３号）の一部を次のように改正する。         

改正前 改正後 

○静岡市体育館条例施行規則 

平成15年４月１日 

教育委員会規則第３号 

（利用の許可の申請） 

第２条 条例第６条第１項の規定により条例第

２条の表に掲げる体育館（以下「体育館」とい

う。）の利用の許可を受けようとする者（以下

「申請者」という。）は、体育館利用許可申請

書（様式第１号）を指定管理者等（静岡市清水

三保体育館及び静岡市由比体育館（以下この

項において「静岡市清水三保体育館等」とい

う。）以外の体育館にあっては指定管理者を、

静岡市清水三保体育館等にあっては教育長を

いう。以下同じ。）に提出しなければならない。

ただし、個人の利用については、申請書の提出

を要しない。 

２ 前項の申請書は、利用しようとする日前10

日までに提出しなければならない。ただし、指

定管理者等が認めるときは、同日後において

も同項の申請書を提出することができる。 

○静岡市体育館条例施行規則 

平成15年４月１日 

教育委員会規則第３号 

（利用の許可の申請） 

第２条 条例第６条第１項の規定により条例第

２条の表に掲げる体育館（以下「体育館」と

いう。）の利用の許可を受けようとする者

（以下「申請者」という。）は、体育館利用

許可申請書（様式第１号）を指定管理者等

（静岡市由比体育館以外の体育館にあっては

指定管理者を、静岡市由比体育館にあっては

教育長をいう。以下同じ。）に提出しなけれ

ばならない。ただし、個人の利用について

は、申請書の提出を要しない。 

 

 

２ （略） 

 

 

  

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

   附 則 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 



○新  

様式第1号(第2条関係) 

体 育 館 利 用 許 可 申 請 書 

年 月 日 

  (宛先)指定管理者 

     名 称 

     代表者氏名 

団体名               

  住 所 
法人にあっては、その

主たる事務所の所在地 
  

申請者                   

  代表者 

氏 名 

法人にあっては、その

名称及び代表者の氏名 
  

電 話               

  静岡市体育館条例第6条第1項の規定により、体育館を利用したいので、次のとおり申

請します。 

利 用 体 育 館 名   

利 用 目 的   

利 用 責 任 者   

利 用 予 定 人 員 一般  人 生徒等  人 70歳以上の者  人 合計  人 

1 

利 用 施 設   ※ 

体 育 館

の 使 用

料 又 は

利 用 料

金 

円 
利 用 日 時 年 月 日 時 分から 時 分まで  

附 帯 設 備

の 利 用 
  

※ 附 帯

設 備 の

使 用 料

又 は 利

用 料 金 

円 

2 

利 用 施 設   ※ 

体 育 館

の 使 用

料 又 は

利 用 料

金 

円 
利 用 日 時 年 月 日 時 分から 時 分まで  

附 帯 設 備

の 利 用 
  

※ 附 帯

設 備 の

使 用 料

又 は 利

用 料 金 

円 

3 利 用 施 設   ※ 円 



○新  

利 用 日 時 年 月 日 時 分から 時 分まで  

体 育 館

の 使 用

料 又 は

利 用 料

金 

附 帯 設 備

の 利 用 
  

※ 附 帯

設 備 の

使 用 料

又 は 利

用 料 金 

円 

入場料徴収の有無 有(①1人   円・②その他   )・無 

※ 

使 用 料

又 は 利

用 料 金

の 合 計 

円 

  

 (注) ※印欄は、記入しないでください。 

 

 備考 静岡市清水三保体育館及び静岡市由比体育館の場合は、 

   「(宛先)指定管理者 

       名 称 

       代表者氏名」 

を「(宛先)静岡市教育長」に替えること。 

 

 

 

 

  



○新  

様式第2号(第3条関係) 

体育館利用許可書 

年 月 日   

          様 

指定管理者        

名 称         

代表者 氏 名  印 

    年 月 日付けで申請のあった体育館の利用については次のとおり許可します。 

利 用 体 育 館 名   

利 用 目 的   

利 用 責 任 者   

利 用 予 定 人 員 一般  人 生徒等  人 70歳以上の者  人 合計  人 

1 

利 用 施 設   体 育 館

の 使 用

料 又 は

利 用 料

金 

円 
利 用 日 時 年 月 日 時 分から 時 分まで  

附 帯 設 備

の 利 用 
  

附 帯 設

備 の 使

用 料 又

は 利 用

料金 

円 

2 

利 用 施 設   体 育 館

の 使 用

料 又 は

利 用 料

金 

円 
利 用 日 時 年 月 日 時 分から 時 分まで  

附 帯 設 備

の 利 用 
  

附 帯 設

備 の 使

用 料 又

は 利 用

料金 

円 

3 

利 用 施 設   体 育 館

の 使 用

料 又 は

利 用 料

金 

円 
利 用 日 時 年 月 日 時 分から 時 分まで  

附 帯 設 備

の 利 用 
  

附 帯 設

備 の 使

用 料 又

は 利 用

料金 

円 



○新  

入場料徴収の有無 有(①1人   円・②その他   )・無 

使 用 料

又 は 利

用 料 金

の 合 計 

円 

許 可 の 条 件 

 1 静岡市体育館条例、静岡市体育館

条例施行規則及び係員の指示事項を

守ってください。 

 2 利用後の施設等の整理及び整頓

は、全て利用者が行ってください。 

領収日付印 

 (注) 

  1 本書をもって領収書に代えます。 

  2 領収印のないものは、無効です。 

  3 体育館の利用の際は、本書を係員に提示してください。 

備考 静岡市清水三保体育館及び静岡市由比体育館の場合は、 

  「指定管理者 

    名 称 

    代表者 氏 名  印」 

を「静岡市教育長 氏 名  印」に替えること。 

 
 

 

 

 

 



○新  

様式第３号（第３条関係） 

 １ 体育館（静岡市中央体育館の屋内プール並びに静岡市清水三保体育館及び静岡市由

比体育館を除く。）個人利用券 

（当日券） 

  

  体育館当日利用券 

 

   ￥ 

 

静岡市    体育館 

N
o
. 

 

（定期券）（表） 

No.       体育館定期利用券 

（    ） 

 種目   月 

  氏名        歳 男・女 

  住所 

静岡市    体育館 

定 期 控 券 

種 目 

金  額  

氏 名        歳 男・女 

住 所 

発行年月        No. 

 

（定期券）（裏） 

（注 意 事 項） 

 １ 静岡市体育館条例、静岡市体育館

条例施行規則及び係員の指示事項を

守ってください。 

 ２ 利用後の整理及び整頓は、全て利

用者が行ってください。 

 ３ この定期券の利用は、記名本人に

限ります。 

 ４ 特定行事のある場合は、利用でき

ないことがあります。 

  

 

 

（整理券） 

  

 

  体育館整理利用券 

 

   ￥ 

 

静岡市    体育館 

N
o
. 



○新  

 

 ２ 静岡市中央体育館屋内プール個人利用券 

（当日券） 

  

中央体育館屋内プール当日利用券 

 

   ￥ 

 

利用時間２時間  時  分まで 

静岡市中央体育館 

N
o
. 

 



○新  

（回数券） 

  

No.  

 

中央体育館屋内プール回数利用券 

発行日    年 月 日 

11 枚 綴 金額    円 

利用期間 夏期・通常期 

利用上の注意 

１ この利用券１枚で、１人２時間利

用できます。 

２ 利用しようとするときは、係員に

本券を提示してください。 

３ プールが満員の場合は、利用でき

ません。 

４ 利用期間の夏期は、７月１日から

８月31日まで、通常期は、９月１日

から翌年６月30日までです。 

５ この券は、払戻し又は通貨との交

換はいたしません。 

６ この券の汚損、紛失などによって

生ずる損害に対し補償はいたしませ

ん。 

静岡市中央体育館 

 

  

中央体育館屋内プール回数利用券No． 

  利用期間 夏期・通常期 

  一般・生徒等・70歳以上の者 

 利用時間２時間  時  分まで 

静岡市中央体育館 

 



○新  

（整理券） 

  

中央体育館屋内プール整理利用券 

 

    ￥ 

利用時間１時間  時  分まで 

静岡市中央体育館 

N
o
. 

 

 



○新  

様式第8号(第8条関係) 

体 育 館 利 用 許 可 取 消 申 出 書 

年 月 日 

  (宛先)指定管理者 

     名 称 

     代表者氏名 

団体名               

  住 所 
法人にあっては、その

主たる事務所の所在地 
  

申請者                   

  代表者 

氏 名 

法人にあっては、その

名称及び代表者の氏名 
  

電 話               

  体育館の利用の許可の取消しについて、次のとおり申し出ます。 

体 育 館 名   

利 用 目 的   

利 用 日 時 
年  月  日 午

年  月  日 午

前 

後 

前 

後 

  時  分から 

  時  分まで 

体育館の利用場所   利 用 附 帯 設 備   

利 用 許 可 年月 日 年  月  日 許 可 番 号 第      号 

取 消 し の 理 由   

 備考 静岡市清水三保体育館及び静岡市由比体育館の場合は、 

   「(宛先)指定管理者 

       名 称 

       代表者氏名」 

を「(宛先)静岡市教育長」に替えること。 

 
 



 

○静岡市体育館条例施行規則 

平成15年４月１日 

教育委員会規則第３号 

改正 平成17年10月７日教委規則第21号 

平成18年２月28日教委規則第３号 

平成20年10月22日教委規則第22号 

平成25年３月28日教委規則第８号 

平成27年３月30日教委規則第30号 

平成27年11月12日教委規則第32号 

平成29年３月31日教委規則第22号 

令和２年３月26日教委規則第５号 

令和３年８月31日教委規則第５号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、静岡市体育館条例（平成15年静岡市条例第124号。以下「条例」とい

う。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（利用の許可の申請） 

第２条 条例第６条第１項の規定により条例第２条の表に掲げる体育館（以下「体育館」と

いう。）の利用の許可を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、体育館利用許

可申請書（様式第１号）を指定管理者等（静岡市由比体育館以外の体育館にあっては指定

管理者を、静岡市由比体育館にあっては教育長をいう。以下同じ。）に提出しなければな

らない。ただし、個人の利用については、申請書の提出を要しない。 

２ 前項の申請書は、利用しようとする日前10日までに提出しなければならない。ただし、

指定管理者等が認めるときは、同日後においても同項の申請書を提出することができる。 

（平17教委規則21・旧第４条繰上・一部改正、平18教委規則３・平20教委規則22・

平27教委規則30・平27教委規則32・平29教委規則22・一部改正） 

（利用許可書等の交付） 

第３条 指定管理者等は、前条第１項の規定による申請を許可したときは、体育館利用許可

書（様式第２号）を申請者に交付するものとする。 

２ 体育館を個人で利用しようとする者（以下「個人利用者」という。）には、個人利用券

（様式第３号）を発行する。 

３ 利用の許可を受けた者（以下「利用者」という。）及び個人利用者は、利用許可書又は



 

個人利用券を携帯し、体育館の係員の要求があったときは、直ちに提示しなければならな

い。 

（平17教委規則21・旧第５条繰上・一部改正、平27教委規則32・一部改正） 

（使用料の減額又は免除） 

第４条 条例第９条の規定により使用料の減額又は免除を受けようとする者は、あらかじめ

体育館使用料減額・免除承認申請書（様式第４号）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の申請を承認したときは、体育館使用料減額・免除通知書（様式第５号）

を交付する。 

３ 市長は、前２項に規定する手続により難い事情があると認めるときは、これらの規定に

かかわらず、市長が別に定める減額又は免除の手続によることができる。 

（平17教委規則21・旧第６条繰上・一部改正） 

（利用料金の承認手続等） 

第５条 指定管理者は、条例第16条第２項の利用料金（以下「利用料金」という。）につい

て、同条第３項に規定する市長の承認を受けようとするときは、体育館利用料金承認申請

書（様式第６号）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、利用料金について承認をしたときは、体育館利用料金承認証（様式第７号）を

指定管理者に交付する。 

３ 前項の規定により利用料金の承認を受けた指定管理者は、当該承認に基づき利用料金を

決定しなければならない。 

４ 指定管理者は、前項の規定により利用料金を決定したときは、第２項に規定する承認証

を当該体育館を利用する者の見やすい場所に掲示するとともに、当該利用料金を市民に公

表しなければならない。 

５ 指定管理者は、毎月の利用料金の収納状況について、その翌月の10日までに市長に報告

しなければならない。 

（平27教委規則32・追加） 

（利用料金の減額又は免除の基準等） 

第６条 条例第16条第４項に規定する規則で定める利用料金の減額又は免除の基準は、市長

が特別の理由があると認める場合とし、減額し、又は免除する利用料金の額は、市長が減

額又は免除の必要があると認める額とする。 

２ 指定管理者は、条例第16条第４項の規定により利用料金を減額し、又は免除したときは、

その内容を前条第５項の規定による報告に併せて市長に報告しなければならない。 



 

（平27教委規則32・追加） 

（利用料金の還付の基準等） 

第７条 条例第16条第５項に規定する規則で定める利用料金を還付する場合は、次に掲げる

とおりとする。 

（１）条例第10条の２に規定する者の責めに帰することができない理由により利用するこ

とができなくなったとき。 

（２）条例第10条の２に規定する者が利用の許可の取消しを申し出て、教育長が相当の理

由があると認めるとき。 

２ 指定管理者は、条例第16条第５項の規定により利用料金を還付したときは、その内容を

第５条第５項の規定による報告に併せて市長に報告しなければならない。 

（平27教委規則32・追加、平29教委規則22・一部改正） 

（利用許可の取消手続） 

第８条 利用者が利用許可の取消しを受けようとするときは、体育館利用許可取消申出書

（様式第８号）を指定管理者等に提出しなければならない。 

（平17教委規則21・旧第７条繰上・一部改正、平27教委規則32・旧第５条繰下・一

部改正） 

（附帯設備等の返還） 

第９条 利用者は、利用を終わったときは、直ちに附帯設備等を所定の位置に戻し、体育館

係員の点検を受けなければならない。 

（平17教委規則21・旧第８条繰上、平27教委規則32・旧第６条繰下） 

（屋内プールの利用制限） 

第10条 静岡市中央体育館の屋内プールについては、次の各号のいずれかに該当する者の利

用を許可しないものとする。ただし、第３号の場合において指定管理者等が特に認めると

きは、この限りでない。 

（１）感染性疾患があると認められる者 

（２）酒気を帯びている者 

（３）18歳以上の保護者の同伴のない小学生以下の者 

（４）前３号に掲げる者のほか、管理上支障があると認められる者 

（平17教委規則21・旧第９条繰上・一部改正、平27教委規則32・旧第７条繰下） 

（遵守事項） 

第11条 体育館に入館した者は、次に掲げる事項を守らなければならない。 



 

（１）所定の場所以外において飲食し、又は火気を使用しないこと。 

（２）許可を受けないで物品の販売又は展示をしないこと。 

（３）許可を受けないではり紙等の行為をしないこと。 

（４）他人の迷惑となるような行為をしないこと。 

（５）前各号に掲げるもののほか、管理上必要な指示に従うこと。 

（平17教委規則21・旧第10条繰上、平27教委規則32・旧第８条繰下） 

（指定管理者の指定の申請書類） 

第12条 条例第17条の規定による申請は、体育館指定管理者指定申請書（様式第９号）に、

次に掲げる書類を添えて行うものとする。 

（１）体育館事業計画書（様式第10号） 

（２）体育館事業計画に関する収支予算書（様式第11号） 

（３）定款、寄附行為又はこれに準ずるものの謄本 

（４）役員名簿 

（５）経営（事業）状況に関する書類 

（６）前各号に掲げるもののほか、市長が必要があると認める書類 

（平17教委規則21・追加、平27教委規則32・旧第９条繰下・一部改正） 

（協定の締結） 

第13条 市長は、指定管理者を指定したときは、当該指定管理者と体育館の管理に関する協

定を締結するものとする。 

２ 前項の協定には、次に掲げる事項を掲載するものとする。 

（１）事業計画に関する事項 

（２）市が支払うべき管理費用に関する事項 

（３）管理業務を行うに当たって保有する個人情報の保護に関する事項 

（４）事業報告に関する事項 

（５）前各号に掲げるもののほか、市長が必要があると認める事項 

（平17教委規則21・追加、平27教委規則32・旧第10条繰下） 

（雑則） 

第14条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

（平27教委規則32・旧第11条繰下、平29教委規則22・一部改正） 

附 則 

（施行期日） 



 

１ この規則は、平成15年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日の前日までに、合併前の静岡市体育館条例施行規則（昭和46年静岡

市教育委員会規則第４号）又は清水市総合運動場条例施行規則（昭和44年清水市教育委員

会規則第６号）の規定によりなされた手続その他の行為は、それぞれこの規則の相当規定

によりなされたものとみなす。 

（蒲原町の編入に伴う経過措置） 

３ 蒲原町の編入の日の前日までに、編入前の蒲原町立体育館条例施行規則（平成15年蒲原

町教育委員会規則第１号）の規定によりなされた手続その他の行為は、この規則の相当規

定によりなされたものとみなす。 

（平18教委規則３・追加） 

（由比町の編入に伴う経過措置） 

４ 由比町の編入の日の前日までに、編入前の由比町民体育館条例施行規則（昭和54年由比

町教育委員会規則第２号）の規定によりなされた手続その他の行為は、この規則の相当規

定によりなされたものとみなす。 

（平20教委規則22・追加） 

附 則（平成17年10月７日教委規則第21号） 

この規則は、平成18年４月１日から施行する。ただし、第10条を第８条とし、同条の次に

２条を加える改正規定及び様式第６号の次に３様式を加える改正規定は、公布の日から施行

する。 

附 則（平成18年２月28日教委規則第３号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成18年３月31日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日から施

行する。 

（静岡市体育館条例施行規則の一部を改正する規則の一部改正） 

２ 静岡市体育館条例施行規則の一部を改正する規則（平成17年静岡市教育委員会規則第21

号）の一部を次のように改正する。 

第４条第１項の改正規定中「及び静岡市中央体育館井川分館」を「、静岡市蒲原体育館

及び静岡市中央体育館井川分館」に改める。 

様式第１号その１の改正規定及び様式第２号その１の改正規定中「静岡市清水三保体育

館」の次に「及び静岡市蒲原体育館」を加える。 



 

様式第６号の改正規定中「及び静岡市中央体育館井川分館」を「、静岡市蒲原体育館及

び静岡市中央体育館井川分館」に改める。 

附 則（平成20年10月22日教委規則第22号） 

この規則は、平成20年11月１日から施行する。 

附 則（平成25年３月28日教委規則第８号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（適用） 

２ この規則による改正後の静岡市体育館条例施行規則様式第１号その１、様式第２号その

１及び様式第３号の規定は、平成25年６月１日以後の利用に係る許可の手続から適用し、

同日前の利用に係る許可の手続については、なお従前の例による。 

附 則（平成27年３月30日教委規則第30号） 

この規則は、平成27年４月１日から施行する。 

附 則（平成27年11月12日教委規則第32号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成28年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、現に改正前の静岡市体育館条例施行規則の様式により作成されて

いる用紙は、当分の間、調整して使用することができる。 

附 則（平成29年３月31日教委規則第22号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成26年法律第76

号）附則第２条第１項に規定する旧教育長が、同項の規定により在職する間は、この規則

による改正後の第１条から第34条までに規定する規則（以下「新関係規則」という。）の

規定は適用せず、改正前の第１条から第34条までに規定する規則（以下「旧関係規則」と

いう。）の規定はなおその効力を有する。 

３ 新関係規則の規定が適用される前に、旧関係規則の規定によりなされた手続その他の行

為で、新関係規則の規定の適用日以降において静岡市教育長が管理し、及び執行すること

となる事務に係るものは、同規定の適用日以降においては、同規定によりなされたものと



 

みなす。 

附 則（令和２年３月26日教委規則第５号） 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年８月31日教委規則第５号） 

この規則は、令和３年９月１日から施行する。 

  附 則 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 



 

様式第1号(第2条関係) 

体 育 館 利 用 許 可 申 請 書 

年 月 日 

  (宛先)指定管理者 

     名 称 

     代表者氏名 

団体名               

  住 所 
法人にあっては、その主

たる事務所の所在地 
  

申請者                   

  代表者 

氏 名 

法人にあっては、その

名称及び代表者の氏名 
  

電 話               

  静岡市体育館条例第6条第1項の規定により、体育館を利用したいので、次のとおり申

請します。 

利 用 体 育 館 名   

利 用 目 的   

利 用 責 任 者   

利 用 予 定 人 員 一般  人 生徒等  人 70歳以上の者  人 合計  人 

1 

利 用 施 設   ※ 

体 育 館

の 使 用

料 又 は

利 用 料

金 

円 
利 用 日 時 年 月 日 時 分から 時 分まで  

附 帯 設 備

の 利 用 
  

※ 附 帯

設 備 の

使 用 料

又 は 利

用 料 金 

円 

2 

利 用 施 設   ※ 

体 育 館

の 使 用

料 又 は

利 用 料

金 

円 
利 用 日 時 年 月 日 時 分から 時 分まで  



 

附 帯 設 備

の 利 用 
  

※ 附 帯

設 備 の

使 用 料

又 は 利

用 料 金 

円 

3 

利 用 施 設   ※ 

体 育 館

の 使 用

料 又 は

利 用 料

金 

円 
利 用 日 時 年 月 日 時 分から 時 分まで  

附 帯 設 備

の 利 用 
  

※ 附 帯

設 備 の

使 用 料

又 は 利

用 料 金 

円 

入場料徴収の有無 有(①1人   円・②その他   )・無 

※ 

使 用 料

又 は 利

用 料 金

の 合 計 

円 

  

 (注) ※印欄は、記入しないでください。 

 

 備考 静岡市由比体育館の場合は、 

   「(宛先)指定管理者 

       名 称 

       代表者氏名」 

を「(宛先)静岡市教育長」に替えること。 

 
 

 

 

  



 

様式第2号(第3条関係) 

体育館利用許可書 

年 月 日   

          様 

指定管理者        

名 称         

代表者 氏 名  印 

    年 月 日付けで申請のあった体育館の利用については次のとおり許可します。 

利 用 体 育 館 名   

利 用 目 的   

利 用 責 任 者   

利 用 予 定 人 員 一般  人 生徒等  人 70歳以上の者  人 合計  人 

1 

利 用 施 設   体 育 館

の 使 用

料 又 は

利 用 料

金 

円 
利 用 日 時 年 月 日 時 分から 時 分まで  

附 帯 設 備

の 利 用 
  

附 帯 設

備 の 使

用 料 又

は 利 用

料金 

円 

2 

利 用 施 設   体 育 館

の 使 用

料 又 は

利 用 料

金 

円 
利 用 日 時 年 月 日 時 分から 時 分まで  

附 帯 設 備

の 利 用 
  

附 帯 設

備 の 使

用 料 又

は 利 用

料金 

円 

3 

利 用 施 設   体 育 館

の 使 用

料 又 は

利 用 料

金 

円 
利 用 日 時 年 月 日 時 分から 時 分まで  



 

附 帯 設 備

の 利 用 
  

附 帯 設

備 の 使

用 料 又

は 利 用

料金 

円 

入場料徴収の有無 有(①1人   円・②その他   )・無 

使 用 料

又 は 利

用 料 金

の 合 計 

円 

許 可 の 条 件 

 1 静岡市体育館条例、静岡市体育館条

例施行規則及び係員の指示事項を守

ってください。 

 2 利用後の施設等の整理及び整頓は、

全て利用者が行ってください。 

領収日付印 

 (注) 

  1 本書をもって領収書に代えます。 

  2 領収印のないものは、無効です。 

  3 体育館の利用の際は、本書を係員に提示してください。 

備考 静岡市由比体育館の場合は、 

  「指定管理者 

    名 称 

    代表者 氏 名  印」 

を「静岡市教育長 氏 名  印」に替えること。 

 
 

 

 

 

 



 

様式第３号（第３条関係） 

 １ 体育館（静岡市中央体育館の屋内プール及び静岡市由比体育館を除く。）個人利用券 

（当日券） 

  

  体育館当日利用券 

 

   ￥ 

 

静岡市    体育館 N
o
. 

 

（定期券）（表） 

No.       体育館定期利用券 

（    ） 

 種目   月 

  氏名        歳 男・女 

  住所 

静岡市    体育館 

定 期 控 券 

種 目 

金  額  

氏 名        歳 男・女 

住 所 

発行年月        No. 

 

（定期券）（裏） 

（注 意 事 項） 

 １ 静岡市体育館条例、静岡市体育館

条例施行規則及び係員の指示事項を

守ってください。 

 ２ 利用後の整理及び整頓は、全て利

用者が行ってください。 

 ３ この定期券の利用は、記名本人に

限ります。 

 ４ 特定行事のある場合は、利用でき

ないことがあります。 

  

 

 

（整理券） 

  

 

  体育館整理利用券 

 

   ￥ 

 

静岡市    体育館 

N
o
. 



 

 

 ２ 静岡市中央体育館屋内プール個人利用券 

（当日券） 

  

中央体育館屋内プール当日利用券 

 

   ￥ 

 

利用時間２時間  時  分まで 

静岡市中央体育館 N
o
. 

 



 

（回数券） 

  

No.  

 

中央体育館屋内プール回数利用券 

発行日    年 月 日 

11 枚 綴 金額    円 

利用期間 夏期・通常期 

利用上の注意 

１ この利用券１枚で、１人２時間利用

できます。 

２ 利用しようとするときは、係員に本

券を提示してください。 

３ プールが満員の場合は、利用できま

せん。 

４ 利用期間の夏期は、７月１日から８

月31日まで、通常期は、９月１日から

翌年６月30日までです。 

５ この券は、払戻し又は通貨との交換

はいたしません。 

６ この券の汚損、紛失などによって生

ずる損害に対し補償はいたしません。 

静岡市中央体育館 

 

  

中央体育館屋内プール回数利用券No． 

  利用期間 夏期・通常期 

  一般・生徒等・70歳以上の者 

 利用時間２時間  時  分まで 

静岡市中央体育館 

 



 

（整理券） 

  

中央体育館屋内プール整理利用券 

 

    ￥ 

利用時間１時間  時  分まで 

静岡市中央体育館 No
. 

 

 



 

様式第4号(第4条関係) 

体 育 館 使 用 料 減 額 ・ 免 除 承 認 申 請 書 

年 月 日 

  (宛先)静岡市長 

団体名               

  住 所 
法人にあっては、その 

主たる事務所の所在地 
  

申請者                   

  代表者 

氏 名 

法人にあっては、その 

名称及び代表者の氏名 
  

電 話               

  静岡市体育館条例第9条の規定により、体育館の使用料の 
減額 

免除 
を受けたいので、次 

 のとおり申請します。 

  

体 育 館 名   

利 用 目 的   

利 用 日 時 

年  月  日 午

年  月  日 午

前 

後 

前 

後 

   時  分から 

   時  分まで 

体育館の利用場所   

体 育 館 使 用 料 円 
附帯設備

使 用 料 
円 使用料合計 円 

減額・免除を受けよ
う

とする理由及び額 

  

※  減 額  ・  免 除 ※  徴 収 額 



 

免 除 減額        円 円 

※通知年月日 年  月  日 ※通 知 番 号 第        号 

 (注) ※印の欄は、記入しないでください。 



 

様式第5号(第4条関係) 

体育館使用料減額・免除通知書 

第   号 

年 月 日 

          様 

静岡市長 氏 名 印  

      年 月 日付けで申請のあった        の体育館使用料の 
減額 

免除 
  

 については、次のとおり 
減額 

免除 
したので通知します。 

1 減 額 

  規 定 額 減 額 差 引 納 付 額 

体 育 館 使 用 料 円 円 円 

附帯設備使用料       

使 用 料 合 計       

2 免 除 

減額 

免除 
の条件 

  



 

様式第６号（第５条関係） 

 

体育館利用料金承認申請書 

年  月  日   

 （宛先）静岡市長 

指定管理者              

名   称              

代 表 者 氏   名        

 

  体育館の利用料金について承認を受けたいので、静岡市体育館条例施行規則第５条第１項

の規定により、次のとおり申請します。 

 

１ 承認申請事項 

施設名 利用区分 単位 申請額 条例での限度額 

   円 円 

   円 円 

   円 円 

 

２ 申請理由 

 

 

３ 実施時期      年 月 日から 

 

 

（注）必要に応じ、関係資料を添付してください。 

 

 



 

様式第７号（第５条関係） 

第   号  

年 月 日  

            様 

 

静岡市長 氏   名 印      

 

体育館利用料金承認証 

 

     年 月 日付けで申請のあった体育館の利用料金については、次のとおり承認しま

す。 

 

１ 承認事項 

施設名 利用区分 単位 承認額 備考 

   円  

   円  

   円  

 

２ 実施時期      年 月 日から 

３ 注意事項 

（１）承認額に基づき利用料金を決定してください。 

（２）利用料金を決定したときは、この承認証を利用者の見やすい場所に掲示するとともに、

当該利用料金を市民に公表してください。 



 

様式第8号(第8条関係) 

体 育 館 利 用 許 可 取 消 申 出 書 

年 月 日 

  (宛先)指定管理者 

     名 称 

     代表者氏名 

団体名               

  住 所 
法人にあっては、その 

主たる事務所の所在地 
  

申請者                   

  代表者 

氏 名 

法人にあっては、その 

名称及び代表者の氏名 
  

電 話               

  体育館の利用の許可の取消しについて、次のとおり申し出ます。 

体 育 館 名   

利 用 目 的   

利 用 日 時 

年  月  日 午

年  月  日 午

前 

後 

前 

後 

  時  分から 

  時  分まで 

体育館の利用場所   利 用 附 帯 設 備   

利 用 許 可 年 月 日 年  月  日 許 可 番 号 第      号 



 

取 消 し の 理 由   

 備考 静岡市由比体育館の場合は、 

   「(宛先)指定管理者 

       名 称 

       代表者氏名」 

を「(宛先)静岡市教育長」に替えること。 

 



 

様式第9号(第12条関係) 

 

体育館指定管理者指定申請書 

 

年  月  日 

 

  (宛先)静岡市長 

 

所在地(法人以外の団体にあっては、その代表者の住所)  

申請者 名 称                        

代表者氏名                      

電 話                        

 

 体育館の指定管理者の指定を受けたいので、静岡市体育館条例第17条及び静岡市体育館条例

施行規則第12条の規定により、次のとおり関係書類を添えて申請します。 



 

様式第10号(第12条関係) 

体育館事業計画書 

事業計画の理念・方針 

実施事業の概要(事業の構成及び年間計画表) 

実施体制図 

特記事項(効果的に事業を行うための方策、市民サービスの向上のための施策等) 

 



 

様式第11号(第12条関係) 

体育館事業計画に関する収支予算書 

     収 入 千円 

  科 目 内容・数量 金 額 

      千円 

      千円 

      千円 

      千円 

      千円 

      千円 

 

 

 

     支 出 千円 

  科 目 内容・数量 金 額 

      千円 

      千円 

      千円 

      千円 

      千円 

      千円 

 

 



 

様式第１号（第２条関係） 

（平17教委規則21・平18教委規則３・平20教委規則22・平25教委規則８・一部改正、

平27教委規則30・旧様式第１号その１・一部改正、平27教委規則32・平29教委規則22・

令２教委規則５・令３教委規則５・一部改正） 

様式第２号（第３条関係） 

（平17教委規則21・平18教委規則３・平20教委規則22・平25教委規則８・一部改正、

平27教委規則30・旧様式第２号その１・一部改正、平27教委規則32・平29教委規則22・

令２教委規則５・一部改正） 

様式第３号（第３条関係） 

（平27教委規則32・全改、令２教委規則５・一部改正） 

様式第４号（第４条関係） 

（平17教委規則21・平25教委規則８・令３教委規則５・一部改正） 

様式第５号（第４条関係） 

（平17教委規則21・一部改正） 

様式第６号（第５条関係） 

（平27教委規則32・追加、令３教委規則５・一部改正） 

様式第７号（第５条関係） 

（平27教委規則32・追加） 

様式第８号（第８条関係） 

（平17教委規則21・平18教委規則３・平20教委規則22・平25教委規則８・平27教委規

則30・一部改正、平27教委規則32・旧様式第６号繰下・一部改正、平29教委規則22・

令３教委規則５・一部改正） 

様式第９号（第12条関係） 

（平17教委規則21・追加、平25教委規則８・一部改正、平27教委規則32・旧様式第７

号繰下・一部改正、令３教委規則５・一部改正） 

様式第10号（第12条関係） 

（平17教委規則21・追加、平27教委規則32・旧様式第８号繰下・一部改正） 

様式第11号（第12条関係） 

（平17教委規則21・追加、平27教委規則32・旧様式第９号繰下・一部改正） 

 



 
③ 

議案第４４号 

 

静岡市蒲原プール条例施行規則の一部改正について 

 

静岡市蒲原プール条例施行規則の一部を改正する規則を、次のとおり定める。 

令和 ５年 ３月２３日提出 

 

静岡市教育委員会 

教育長  赤 堀 文 宣      

（観光交流文化局スポーツ振興課）   

    

記 

１ 内  容   新旧対照表のとおり 

２ 提案理由   静岡市蒲原プール条例の一部改正に伴い、規則の一部改正をしようとするもの

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

規２－(２) 



例規概要説明書 

 

審査議案 第    号 静岡市例規集第２巻3419頁 

 

例規概要説明書（観光交流文化局スポーツ振興課） 

 

１ 例規の名称 静岡市蒲原プール条例施行規則 

２ 制定改廃の別

（該当を選択） 
□制定    ■一部改正    □全部改正    □廃止 

３ 制定改廃の

理由 

静岡市蒲原プール条例の一部改正に伴い、所要の改正を行う。 

４ 施行期日 令和５年４月１日 

５ 制定改廃の

概要 

（１） 静岡市蒲原プール条例第４条の削除に伴い、引用条文を変更するこ

ととした。（第２条関係） 

（２） この規則は、令和５年４月１日から施行することとした。（附則関係） 

 

 

 

 

６ 法的な検討

事項 

 

７ 関係する法

令･条例等 

静岡市蒲原プール条例 

８ 予算措置等

特記事項 

 



静岡市教育委員会規則第  号 

静岡市蒲原プール条例施行規則の一部を改正する規則をここに制定する。 

令和  年  月  日 

                     

静岡市教育委員会        

教育長       赤 堀 文 宣      

 

静岡市蒲原プール条例施行規則の一部を改正する規則 

静岡市蒲原プール条例施行規則（平成18年静岡市教育委員会規則第５号）の一部を次のよう

に改正する。 

 第２条中「第５条第１項」を「第４条第１項」に改める。 

   附 則 

この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

    



 静岡市蒲原プール条例施行規則（平成18年静岡市教育委員会規則第５号）の一部を次のように改正する。         

改正前 改正後 

（利用の許可の申請） 

第２条 条例第５条第１項の規定により静岡市

蒲原プール（以下「プール」という。）の利用

の許可を受けようとする者は、備付けの入場

者名簿に所定の事項を記載することにより申

請しなければならない。 

（利用の許可の申請） 

第２条 条例第４条第１項の規定により静岡市

蒲原プール（以下「プール」という。）の利用

の許可を受けようとする者は、備付けの入場

者名簿に所定の事項を記載することにより申

請しなければならない。  

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

   附 則 

 この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

 



○静岡市蒲原プール条例施行規則 

平成18年２月28日 

教育委員会規則第５号 

改正 平成29年３月31日教委規則第22号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、静岡市蒲原プール条例（平成18年静岡市条例第182号。以下「条例」とい

う。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（利用の許可の申請） 

第２条 条例第４条第１項の規定により静岡市蒲原プール（以下「プール」という。）の利用

の許可を受けようとする者は、備付けの入場者名簿に所定の事項を記載することにより申請

しなければならない。 

（利用の制限） 

第３条 教育長は、次の各号のいずれかに該当する者については、プールの利用を許可せず、

若しくは停止し、又は利用の許可を取り消すものとする。 

（１）感染性疾患があると認められる者 

（２）酒気を帯びている者 

（３）小学校の就学の始期に達していない者で、付添人のいないもの 

（４）前３号に掲げるもののほか、管理上支障があると認められる者 

（平29教委規則22・一部改正） 

（遵守事項） 

第４条 プールの入場者は、次に掲げる事項を守らなければならない。 

（１）他人の迷惑となるような行為をしないこと。 

（２）危険又は不潔な物品を持ち込まないこと。 

（３）施設等を汚損し、又は損傷するおそれのある行為をしないこと。 

（４）所定の場所以外の場所で飲食をしないこと。 

（５）前各号に掲げるもののほか、管理上必要な指示に従うこと。 

（雑則） 

第５条 この規則に定めるもののほか、プールの管理に関し必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この規則は、平成18年３月31日から施行する。 

附 則（平成29年３月31日教委規則第22号） 



（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成26年法律第76号）

附則第２条第１項に規定する旧教育長が、同項の規定により在職する間は、この規則による

改正後の第１条から第34条までに規定する規則（以下「新関係規則」という。）の規定は適

用せず、改正前の第１条から第34条までに規定する規則（以下「旧関係規則」という。）の

規定はなおその効力を有する。 

３ 新関係規則の規定が適用される前に、旧関係規則の規定によりなされた手続その他の行為

で、新関係規則の規定の適用日以降において静岡市教育長が管理し、及び執行することとな

る事務に係るものは、同規定の適用日以降においては、同規定によりなされたものとみなす。 

   附 則 

 この規則は、令和５年４月１日から施行する。 



議案第４５号 

 

   静岡市立学校の教育職員の義務教育等教員特別手当に関する規則の一部改正に

ついて 

 

 静岡市立学校の教育職員の義務教育等教員特別手当に関する規則の一部を改正する規則を次

のように定める。 

  令和５年３月２３日提出 

 

静岡市教育委員会 

教育長 赤 堀 文 宣 

（教育委員会事務局教育局教職員課） 

 

記 

 

１ 内  容   別紙のとおり 

 

２ 提案理由    地方公務員法の一部改正（令和３年法律第63号）に伴い、令和４年９月

議会で静岡市教育職員の給与に関する条例及び静岡市立小学校及び中学校

の教育職員等の給与に関する条例の一部改正を行ったが、連動して所要の改

正を行う必要がある。 

 

規２－(２) 
④ 



審査議案 第    号 静岡市例規集 第３巻 ５９８５頁 

 

例規概要説明書（教育局教職員課） 

１ 例規の名称 静岡市立学校の教育職員の義務教育等教員特別手当に関する規則 

２ 制定改廃の別

（該当を選択） 
□制定    ■一部改正    □全部改正    □廃止 

３ 制定改廃の

理由 

 地方公務員法の一部改正（令和３年法律第63号）に伴い、令和４年９月

議会で静岡市教育職員の給与に関する条例及び静岡市立小学校及び中学校

の教育職員等の給与に関する条例の一部改正を行ったが、連動して所要の

改正を行う必要がある。 

 

４ 施行期日  令和５年４月１日 

５ 制定改廃の

概要 

・再任用職員の定義を改める。 

・60歳超で給料月額が60歳時の７割水準の規定（教育職員給与条例附則第

10号）が適用されている職員の手当額は、支給月額の70％とする規定を加

える。 

・暫定再任用職員についての経過措置の附則を加える。 

６ 法的な検討

事項 

 

７ 関係する法

令･条例等 

・静岡市教育職員の給与に関する条例 

・静岡市立小学校及び中学校の教育職員等の給与に関する条例 

８ 予算措置等

特記事項 

 

 



静岡市教育委員会規則第  号 

 静岡市立学校の教育職員の義務教育等教員特別手当に関する規則の一部を改正する規則をこ

こに制定する。 

  令和  年  月  日 

 

                          静岡市教育委員会 

                          教育長 赤 堀 文 宣      

 

   静岡市立学校の教育職員の義務教育等教員特別手当に関する規則の一部を改正する規則 

 静岡市立学校の教育職員の義務教育等教員特別手当に関する規則（平成15年静岡市教育委員

会規則第30号）の一部を次のように改正する。 

第３条中「している職員をいう」の次に「。以下同じ」を加え、「再任用短時間勤務職員」を

「定年前再任用短時間勤務職員」に、「第28条の４第１項若しくは第28条の５第１項又は第28条

の６第１項若しくは第２項の規定により採用された職員（以下「再任用職員」という。）で同法

第28条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占めるものをいう」を「第22条の４第３項に規

定する定年前再任用短時間勤務職員をいう。以下同じ」に改め、「採用された職員をいう」の次

に「。以下同じ」を加え、同条第１号中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に

改める。 

別表第１及び別表第２中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

附則を附則第１項とし、同項に見出しとして「（施行期日）」を付し、附則に次の１項を加え

る。 

 （教育職員給与条例附則第10項及び小中学校教育職員等給与条例附則第17項の規定の適用を

受ける職員の義務教育等教員特別手当の額） 

２ 教育職員給与条例附則第10項及び小中学校教育職員等給与条例附則第17項の規定の適用を

受ける職員に対する第３条の規定の適用については、当分の間、同条中「各号に掲げる額」

とあるのは、「各号に掲げる額に100分の70を乗じて得た額（その額に、50円未満の端数を生

じたときはこれを切り捨て、50円以上100円未満の端数を生じたときはこれを100円に切り上

げた額）」とする。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 



 （経過措置） 

２ 地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第63号）附則第４条第１項若しくは第

２項又は第６条第１項若しくは第２項の規定により採用された職員は、この規則による改正

後の静岡市立学校の教育職員の義務教育等教員特別手当に関する規則第３条に規定する定年

前再任用短時間勤務職員とみなして、同規則の規定を適用する。 

               



1/13 

静岡市立学校の教育職員の義務教育等教員特別手当に関する規則（平成15年静岡市教育委員会規則第30号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

○静岡市立学校の教育職員の義務教育等教員特別手当に関す

る規則 

○静岡市立学校の教育職員の義務教育等教員特別手当に関す

る規則 

（手当の月額） （手当の月額） 

第３条 手当の月額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じて当該各号

に掲げる額（育児短時間勤務職員等（地方公務員の育児休業等に関す

る法律（平成３年法律第110号。以下「育児休業法」という。）第10条

第１項に規定する育児短時間勤務をしている職員及び育児休業法第17

条の規定による短時間勤務をしている職員をいう。）、再任用短時間

勤務職員        （地方公務員法（昭和25年法律第261号）第

28条の４第１項若しくは第28条の５第１項又は第28条の６第１項若し

くは第２項の規定により採用された職員（以下「再任用職員」という。）

で同法第28条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占めるものをい

う。）及び任期付短時間勤務職員（育児休業法第18条第１項又は静岡

市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例（平成22年

静岡市条例第５号）第４条の規定により採用された職員をいう。  

    ）については、その額に育児短時間勤務職員等にあっては静

岡市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成15年静岡市条例第34

号）第２条第２項の規定により定められたその者の勤務時間を、再任

用短時間勤務職員   にあっては同条第３項の規定により定められ

たその者の勤務時間を、任期付短時間勤務職員にあっては同条第４項

第３条 手当の月額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じて当該各号

に掲げる額（育児短時間勤務職員等（地方公務員の育児休業等に関す

る法律（平成３年法律第110号。以下「育児休業法」という。）第10条

第１項に規定する育児短時間勤務をしている職員及び育児休業法第17

条の規定による短時間勤務をしている職員をいう。以下同じ。）、定

年前再任用短時間勤務職員（地方公務員法（昭和25年法律第261号）第

22条の４第３項に規定する定年前再任用短時間勤務職員をいう。以下

同じ。                            

                               

  ）及び任期付短時間勤務職員（育児休業法第18条第１項又は静岡

市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例（平成22年

静岡市条例第５号）第４条の規定により採用された職員をいう。以下

同じ。）については、その額に育児短時間勤務職員等にあっては静岡

市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成15年静岡市条例第34号）

第２条第２項の規定により定められたその者の勤務時間を、定年前再

任用短時間勤務職員にあっては同条第３項の規定により定められたそ

の者の勤務時間を、任期付短時間勤務職員にあっては同条第４項の規
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の規定により定められたその者の勤務時間をそれぞれ同条第１項に規

定する勤務時間で除して得た数を乗じて得た額とし、その額に１円未

満の端数を生じたときは、その端数を切り捨てた額とする。）とする。 

定により定められたその者の勤務時間をそれぞれ同条第１項に規定す

る勤務時間で除して得た数を乗じて得た額とし、その額に１円未満の

端数を生じたときは、その端数を切り捨てた額とする。）とする。 

（１）小中学校教育職員等給与条例第14条において読み替えて準用す

る教育職員給与条例第10条第１項に規定する職員のうち、小中学校

教育職員等給与条例第４条第１項第１号に規定する小学校中学校教

育職給料表の適用を受けるもの その者の属する職務の級及びその

者の受ける号給（再任用職員        であるときは、その

者の属する職務の級とする。以下同じ。）に対応する別表第１に掲

げる額 

（１）小中学校教育職員等給与条例第14条において読み替えて準用す

る教育職員給与条例第10条第１項に規定する職員のうち、小中学校

教育職員等給与条例第４条第１項第１号に規定する小学校中学校教

育職給料表の適用を受けるもの その者の属する職務の級及びその

者の受ける号給（定年前再任用短時間勤務職員であるときは、その

者の属する職務の級とする。以下同じ。）に対応する別表第１に掲

げる額 

（２）（略） （２）（略） 

  

    附 則 附 則 

（新設）   （施行期日） 

 この規則は、平成15年４月１日から施行する。  １ この規則は、平成15年４月１日から施行する。 

（新設） （教育職員給与条例附則第10項の規定及び小中学校教育職員等給与

条例附則第17項の規定の適用を受ける職員の義務教育等教員特別手当

の額） 

（新設）  ２ 教育職員給与条例附則第10項及び小中学校教育職員等給与条例

附則第17項の規定の適用を受ける職員に対する第３条の規定の適用

については、当分の間、同条中「各号に掲げる額」とあるのは、「各

号に掲げる額に100分の70を乗じて得た額、（その額に、50円未満の

端数を生じたときはこれを切り捨て、50円以上100円未満の端数を生

じたときはこれを100円に切り上げた額）」とする。 
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（新設） 附 則 

（新設） （施行期日） 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

（新設） ２ 地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第63号）附則

第４条第１項若しくは第２項又は第６条第１項若しくは第２項の規

定により採用された職員は、この規則による改正後の静岡市立学校

の教育職員の義務教育等教員特別手当に関する規則第３条に規定す

る定年前再任用短時間勤務職員とみなして、同規則の規定を適用す

る。 

別表第１（第３条関係） 別表第１（第３条関係） 

（平29教委規則14・追加） （平29教委規則14・追加） 

小学校中学校教育職給料表の適用を受ける者 小学校中学校教育職給料表の適用を受ける者 

【別記1 参照】 【別記1 参照】 

別表第２（第３条関係） 別表第２（第３条関係） 

（平23教委規則８・全改、平27教委規則20・旧別表第１・一部

改正、平29教委規則14・旧別表・一部改正） 

（平23教委規則８・全改、平27教委規則20・旧別表第１・一部

改正、平29教委規則14・旧別表・一部改正） 

高等学校等教育職給料表の適用を受ける者 高等学校等教育職給料表の適用を受ける者 

【別記2 参照】 【別記2 参照】 
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【別記1】 

 

現行 

職員の区分 職務の級

号給 

１級 ２級 特２級 ３級 ４級 

再任用職員以外の職

員 

 円 円 円 円 円

１～４ 2,000 2,100 3,500 4,200 6,800

５～８ 2,000 2,300 3,700 4,400 6,900

９～12 2,100 2,400 3,800 4,500 7,100

13～16 2,200 2,500 4,000 4,900 7,200

17～20 2,300 2,600 4,300 5,100 7,400

21～24 2,400 2,800 4,500 5,200 7,500

25～28 2,600 2,900 4,700 5,400 7,600

29～32 2,700 3,000 4,900 5,500 7,700

33～36 2,800 3,200 5,100 5,700 7,900

37～40 2,900 3,300 5,300 5,900 8,000

41～44 3,100 3,500 5,400 6,000 8,000

45～48 3,200 3,700 5,600 6,100 8,000

49～52 3,300 3,800 5,700 6,300 8,000
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53～56 3,400 4,100 5,800 6,400 8,000

57～60 3,500 4,300 6,000 6,600 

61～64 3,600 4,500 6,100 6,800 

65～68 3,700 4,800 6,300 6,900 

69～72 3,800 4,900 6,400 7,000 

73～76 3,900 5,100 6,500 7,100 

77～80 4,000 5,300 6,700 7,200 

81～84 4,100 5,400 6,800 7,300 

85～88 4,100 5,500 6,900 7,400 

89～92 4,200 5,600 6,900 7,500 

93～96 4,300 5,800 7,000 7,500 

97～100 4,400 5,900 7,200 7,600 

101～104 4,400 6,100 7,200 7,700 

105～108 4,500 6,200 7,200 7,700 

109～112 4,500 6,300 7,300   

113～116 4,600 6,400   

117～120 4,700 6,500   

121～124 4,700 6,600   

125～128 4,800 6,700   

129～132  6,800   
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133～136  6,900   

137～140  6,900   

141～144  6,900   

145～148  7,100   

149～152  7,100   

153～156  7,200   

157～160  7,300   

161～164  7,300   

165  7,400   

再任用職員  3,200 3,800 4,500 5,100 6,400

 

改正後（案） 

職員の区分 職務の級

号給 

１級 ２級 特２級 ３級 ４級 

定年前再任用短時間

勤務職員以外の職員 

 円 円 円 円 円

１～４ 2,000 2,100 3,500 4,200 6,800

５～８ 2,000 2,300 3,700 4,400 6,900

９～12 2,100 2,400 3,800 4,500 7,100

13～16 2,200 2,500 4,000 4,900 7,200

17～20 2,300 2,600 4,300 5,100 7,400
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21～24 2,400 2,800 4,500 5,200 7,500

25～28 2,600 2,900 4,700 5,400 7,600

29～32 2,700 3,000 4,900 5,500 7,700

33～36 2,800 3,200 5,100 5,700 7,900

37～40 2,900 3,300 5,300 5,900 8,000

41～44 3,100 3,500 5,400 6,000 8,000

45～48 3,200 3,700 5,600 6,100 8,000

49～52 3,300 3,800 5,700 6,300 8,000

53～56 3,400 4,100 5,800 6,400 8,000

57～60 3,500 4,300 6,000 6,600 

61～64 3,600 4,500 6,100 6,800 

65～68 3,700 4,800 6,300 6,900 

69～72 3,800 4,900 6,400 7,000 

73～76 3,900 5,100 6,500 7,100 

77～80 4,000 5,300 6,700 7,200 

81～84 4,100 5,400 6,800 7,300 

85～88 4,100 5,500 6,900 7,400 

89～92 4,200 5,600 6,900 7,500 

93～96 4,300 5,800 7,000 7,500 

97～100 4,400 5,900 7,200 7,600 
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101～104 4,400 6,100 7,200 7,700 

105～108 4,500 6,200 7,200 7,700 

109～112 4,500 6,300 7,300   

113～116 4,600 6,400   

117～120 4,700 6,500   

121～124 4,700 6,600   

125～128 4,800 6,700   

129～132  6,800   

133～136  6,900   

137～140  6,900   

141～144  6,900   

145～148  7,100   

149～152  7,100   

153～156  7,200   

157～160  7,300   

161～164  7,300   

165  7,400   

定年前再任用短時間

勤務職員 

 3,200 3,800 4,500 5,100 6,400
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【別記2】 

 

現行 

職員の区分 職務の級

号給 

１級 ２級 ３級 ４級 

再任用職員以外の職員   円 円 円 円

１～４ 2,000 2,500 5,100 6,800

５～８ 2,000 2,600 5,200 6,900

９～12 2,100 2,800 5,400 7,100

13～16 2,200 2,900 5,500 7,200

17～20 2,300 3,000 5,700 7,400

21～24 2,400 3,200 5,900 7,500

25～28 2,600 3,300 6,000 7,600

29～32 2,700 3,500 6,100 7,700

33～36 2,800 3,700 6,300 7,900

37～40 2,900 3,800 6,400 8,000

41～44 3,100 4,100 6,600 8,000

45～48 3,200 4,300 6,800 8,000

49～52 3,300 4,500 6,900 8,000

53～56 3,400 4,800 7,000 8,000
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57～60 3,500 4,900 7,100   

61～64 3,600 5,100 7,200   

65～68 3,700 5,300 7,300   

69～72 3,800 5,400 7,400   

73～76 3,900 5,500 7,500   

77～80 4,000 5,600 7,500   

81～84 4,100 5,800 7,600   

85～88 4,100 5,900 7,700   

89～92 4,200 6,100    

93～96 4,300 6,200    

97～100 4,400 6,300    

101～104 4,400 6,400    

105～108 4,500 6,500    

109～112 4,500 6,600    

113～116 4,600 6,700    

117～120 4,700 6,800    

121～124 4,700 6,900    

125～128 4,800 6,900    

129～132 4,900 6,900    

133～136 4,900 7,100    
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137～140 4,900 7,100    

141～144 5,000 7,200    

145～148 5,100 7,300    

149～152 5,100 7,300    

153～156 5,100 7,400    

157 5,200      

再任用職員   3,200 3,800 5,100 6,400

 

改正後（案） 

職員の区分 職務の級

号給 

１級 ２級 ３級 ４級 

定年前再任用短時間勤

務職員以外の職員 

  円 円 円 円

１～４ 2,000 2,500 5,100 6,800

５～８ 2,000 2,600 5,200 6,900

９～12 2,100 2,800 5,400 7,100

13～16 2,200 2,900 5,500 7,200

17～20 2,300 3,000 5,700 7,400

21～24 2,400 3,200 5,900 7,500

25～28 2,600 3,300 6,000 7,600

29～32 2,700 3,500 6,100 7,700
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33～36 2,800 3,700 6,300 7,900

37～40 2,900 3,800 6,400 8,000

41～44 3,100 4,100 6,600 8,000

45～48 3,200 4,300 6,800 8,000

49～52 3,300 4,500 6,900 8,000

53～56 3,400 4,800 7,000 8,000

57～60 3,500 4,900 7,100   

61～64 3,600 5,100 7,200   

65～68 3,700 5,300 7,300   

69～72 3,800 5,400 7,400   

73～76 3,900 5,500 7,500   

77～80 4,000 5,600 7,500   

81～84 4,100 5,800 7,600   

85～88 4,100 5,900 7,700   

89～92 4,200 6,100    

93～96 4,300 6,200    

97～100 4,400 6,300    

101～104 4,400 6,400    

105～108 4,500 6,500    

109～112 4,500 6,600    
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113～116 4,600 6,700    

117～120 4,700 6,800    

121～124 4,700 6,900    

125～128 4,800 6,900    

129～132 4,900 6,900    

133～136 4,900 7,100    

137～140 4,900 7,100    

141～144 5,000 7,200    

145～148 5,100 7,300    

149～152 5,100 7,300    

153～156 5,100 7,400    

157 5,200      

定年前再任用短時間勤

務職員 

  3,200 3,800 5,100 6,400

 



議案第４６号 

 

   静岡市立学校の教育職員の給与等に関する特別措置条例施行規則の一部改正に

ついて 

 

 静岡市立学校の教育職員の給与等に関する特別措置条例施行規則の一部を改正する規則を次

のように定める。 

  令和５年３月２３日提出 

 

静岡市教育委員会 

教育長 赤 堀 文 宣 

（教育委員会事務局教育局教職員課） 

 

記 

 

１ 内  容   別紙のとおり 

 

２ 提案理由    地方公務員法の一部改正（令和３年法律第63号）に伴い、令和４年９月

議会で静岡市教育職員の給与に関する条例及び静岡市立小学校及び中学校

の教育職員等の給与に関する条例の一部改正を行ったが、連動して所要の改

正を行う必要がある。 

 

規２－(２) ⑤ 



審査議案 第    号 静岡市例規集 第３巻 ６０３３頁 

 

例規概要説明書（教育局教職員課） 

１ 例規の名称 静岡市立学校の教育職員の給与等に関する特別措置条例施行規則 

２ 制定改廃の別

（該当を選択） 
□制定    ■一部改正    □全部改正    □廃止 

３ 制定改廃の

理由 

・地方公務員法の一部改正（令和３年法律第63号）に伴い、令和４年９月

議会で静岡市教育職員の給与に関する条例及び静岡市立小学校及び中学校

の教育職員等の給与に関する条例の一部改正を行ったが、連動して所要の

改正を行う必要がある。 

 

４ 施行期日  令和５年４月１日 

５ 制定改廃の

概要 

・再任用職員の定義を改める。 

・教職調整額の端数計算に関して暫定再任用短時間勤務職員を定年前再任

用短時間勤務職員とみなす経過措置の附則を加える。 

 

６ 法的な検討

事項 

 

７ 関係する法

令･条例等 

・静岡市教育職員の給与に関する条例 

・静岡市立小学校及び中学校の教育職員等の給与に関する条例 

８ 予算措置等

特記事項 

 

 



静岡市教育委員会規則第  号 

 静岡市立学校の教育職員の給与等に関する特別措置条例施行規則の一部を改正する規則をこ

こに制定する。 

  令和  年  月  日 

 

静岡市教育委員会 

教育長 赤 堀 文 宣      

 

   静岡市立学校の教育職員の給与等に関する特別措置条例施行規則の一部を改正する規則 

 静岡市立学校の教育職員の給与等に関する特別措置条例施行規則（平成15年静岡市教育委員

会規則第31号）の一部を次のように改正する。 

第３条中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に、「第28条の４第１

項若しくは第28条の５第１項又は第28条の６第１項若しくは第２項の規定により採用された職

員で同法第28条の５第１項」を「第22条の４第１項」に、「もの」を「職員」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第63号）附則第６条第１項又は第２項

の規定により採用された職員は、この規則による改正後の静岡市立学校の教育職員の給与等

に関する特別措置条例施行規則第３条に規定する定年前再任用短時間勤務職員とみなして、

同条の規定を適用する。 
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静岡市立学校の教育職員の給与等に関する特別措置条例施行規則（平成15年静岡市教育委員会規則第31号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

○静岡市立学校の教育職員の給与等に関する特別措置条例施

行規則 

○静岡市立学校の教育職員の給与等に関する特別措置条例施

行規則 

（短時間勤務職員の教職調整額の端数計算） （短時間勤務職員の教職調整額の端数計算） 

第３条 育児短時間勤務職員等（地方公務員の育児休業等に関する法律

（平成３年法律第110号。以下「育児休業法」という。）第10条第１項

に規定する育児短時間勤務をしている職員及び育児休業法第17条の規

定による短時間勤務をしている職員をいう。）、再任用短時間勤務職

員   （地方公務員法（昭和25年法律第261号）第28条の４第１項若

しくは第28条の５第１項又は第28条の６第１項若しくは第２項の規定

により採用された職員で同法第28条の５第１項に規定する短時間勤務

の職を占めるものをいう。）及び任期付短時間勤務職員（育児休業法

第18条第１項の規定により採用された職員をいう。）について、条例

第３条第１項の規定による教職調整額に１円未満の端数があるとき

は、その端数を切り捨てた額をもって当該職員の教職調整額とする。 

第３条 育児短時間勤務職員等（地方公務員の育児休業等に関する法律

（平成３年法律第110号。以下「育児休業法」という。）第10条第１項

に規定する育児短時間勤務をしている職員及び育児休業法第17条の規

定による短時間勤務をしている職員をいう。）、定年前再任用短時間

勤務職員（地方公務員法（昭和25年法律第261号）第22条の４第１項 

                               

                     に規定する短時間勤務

の職を占める職員をいう。）及び任期付短時間勤務職員（育児休業法

第18条第１項の規定により採用された職員をいう。）について、条例

第３条第１項の規定による教職調整額に１円未満の端数があるとき

は、その端数を切り捨てた額をもって当該職員の教職調整額とする。 

  

（新設）     附 則 

  （施行期日） 

（新設） １ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 
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（新設） ２ 地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第63号）附則

第６条第１項又は第２項の規定により採用された職員は、この規則に

よる改正後の静岡市立学校の教育職員の給与等に関する特別措置条例

施行規則第３条に規定する定年前再任用短時間勤務職員とみなして、

同条の規定を適用する。 

 



議案第４７号 

 

   静岡市教育職員の給与に関する条例施行規則の一部改正について 

 

 静岡市教育職員の給与に関する条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  令和５年３月２３日提出 

 

静岡市教育委員会 

教育長 赤 堀 文 宣 

（教育委員会事務局教育局教職員課） 

 

記 

 

１ 内  容   別紙のとおり 

 

２ 提案理由    地方公務員法の一部改正（令和３年法律第63号）に伴い、令和４年９月

議会で静岡市教育職員の給与に関する条例の一部改正を行ったが、連動して

所要の改正を行う必要がある。 

 

規２－(２) ⑥ 



審査議案 第    号 静岡市例規集 第３巻 ５９７８頁 

 

例規概要説明書（教育局教職員課） 

１ 例規の名称 静岡市教育職員の給与に関する条例施行規則 

２ 制定改廃の別

（該当を選択） 
□制定    ■一部改正    □全部改正    □廃止 

３ 制定改廃の

理由 

 地方公務員法の一部改正（令和３年法律第63号）に伴い、令和４年９月

議会で静岡市教育職員の給与に関する条例の一部改正を行ったが、連動し

て所要の改正を行う必要がある。 

 

４ 施行期日  令和５年４月１日 

５ 制定改廃の

概要 

・再任用職員の定義を改める。 

・管理職手当、管理職員特別勤務手当について、60歳超で給料月額が60歳

時の７割水準の規定（教育職員給与条例附則第10号）が適用されている職

員の手当額は、給料月額の７割措置が適用されない職員の手当額の70％と

する規定を加える。 

・暫定再任用職員についての経過措置の附則を加える。 

６ 法的な検討

事項 

 

７ 関係する法

令･条例等 

・静岡市教育職員の給与に関する条例 

８ 予算措置等

特記事項 

 

 



静岡市教育委員会規則第  号 

 静岡市教育職員の給与に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに制定する。 

  令和  年  月  日 

 

                          静岡市教育委員会 

                          教育長 赤 堀 文 宣      

 

   静岡市教育職員の給与に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

 静岡市教育職員の給与に関する条例施行規則（平成15年静岡市教育委員会規則第28号）の一

部を次のように改正する。 

第２条第１項中「第28条の４第１項、第28条の５第１項又は第28条の６第１項若しくは第２

項の規定により採用された職員」を「第22条の４第３項に規定する定年前再任用短時間勤務職

員」に、「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め、同条第２項中「再任用職員」

を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め、同条第３項を削り、同条第４項中「再任用職員の

うち育児短時間勤務職員等にあってはその者の管理職手当の額に勤務時間条例第２条第２項の

規定により定められたその者の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間で除して得た数を、

法第28条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占めるもの（以下「再任用短時間勤務職員」

という。）にあってはその者の管理職手当の額」を「定年前再任用短時間勤務職員の管理職手当

の額は、その者に適用させる給料表及び職務の級に応じ、別表第２に定める支給月額（支給月

額が２以上掲げられているときは、その者の職務の困難性、責任の度合い等を考慮して、いず

れか静岡市教育委員会（以下「教育委員会」という。）が指定する額）」に改め、「それぞれ」を

削り、同項を同条第３項とする。 

第３条から第５条までの規定中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」

に改める。 

別表第３中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

附則に次の２項を加える。 

（条例附則第10項の規定の適用を受ける職員の手当の額） 

５ 条例附則第10項の規定の適用を受ける職員に対する第２条第１項の規定の適用については、

当分の間、同項中「支給月額」とあるのは、「支給月額に100分の70を乗じて得た額（その額

に、50円未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、50円以上100円未満の端数を生じたとき

はこれを100円に切り上げた額）」とする。 



６ 条例附則第10項の規定の適用を受ける職員に対する第４条第１項及び第５条第１項の規定

の適用については、当分の間、第４条第１項及び第５条第１項中「次のとおり」とあるのは、

「当該各号に定める額に100分の70を乗じて得た額（その額に、50円未満の端数を生じたとき

はこれを切り捨て、50円以上100円未満の端数を生じたときはこれを100円に切り上げた額）」

とする。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第63号。以下「改正法」という。）附則

第４条第１項又は第２項の規定により採用された職員に対するこの規則による改正後の静岡

市教育職員の給与に関する条例施行規則（以下「新規則」という。）第２条の規定の適用につ

いては、同条第１項中「別表第１」とあるのは、「別表第２」とする。 

３ 改正法附則第６条第１項又は第２項の規定により採用された職員は、新規則第２条第１項

に規定する定年前再任用短時間勤務職員とみなして、新規則の規定を適用する。 
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静岡市教育職員の給与に関する条例施行規則（平成15年静岡市教育委員会規則第28号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

○静岡市教育職員の給与に関する条例施行規則 ○静岡市教育職員の給与に関する条例施行規則 

  

（管理職手当の支給範囲及び額） （管理職手当の支給範囲及び額） 

第２条 地方公務員法（昭和25年法律第261号。以下「法」という。）第

28条の４第１項、第28条の５第１項又は第28条の６第１項若しくは第

２項の規定により採用された職員（以下「再任用職員」      

   という。）以外の職員の管理職手当の支給範囲及び額は、その

者の職名に応じ、別表第１に定める支給月額とする。 

第２条 地方公務員法（昭和25年法律第261号。以下「法」という。）第

22条の４第３項に規定する定年前再任用短時間勤務職員      

                （以下「定年前再任用短時間勤務

職員」という。）以外の職員の管理職手当の支給範囲及び額は、その

者の職名に応じ、別表第１に定める支給月額とする。 

２ 再任用職員        以外の職員のうち地方公務員の育児休

業等に関する法律（平成３年法律第110号。以下「育児休業法」という。）

第10条第１項に規定する育児短時間勤務をしている職員及び育児休業

法第17条の規定による短時間勤務をしている職員（以下これらを「育

児短時間勤務職員等」という。）にあってはその者の管理職手当の額

に静岡市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成15年静岡市条例

第34号。以下「勤務時間条例」という。）第２条第２項の規定により

定められたその者の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間で除し

て得た数を、育児休業法第18条第１項又は静岡市一般職の任期付職員

の採用及び給与の特例に関する条例（平成22年静岡市条例第５号。以

下「任期付職員条例」という。）第４条の規定により採用された職員

２ 定年前再任用短時間勤務職員以外の職員のうち地方公務員の育児休

業等に関する法律（平成３年法律第110号。以下「育児休業法」という。）

第10条第１項に規定する育児短時間勤務をしている職員及び育児休業

法第17条の規定による短時間勤務をしている職員（以下これらを「育

児短時間勤務職員等」という。）にあってはその者の管理職手当の額

に静岡市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成15年静岡市条例

第34号。以下「勤務時間条例」という。）第２条第２項の規定により

定められたその者の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間で除し

て得た数を、育児休業法第18条第１項又は静岡市一般職の任期付職員

の採用及び給与の特例に関する条例（平成22年静岡市条例第５号。以

下「任期付職員条例」という。）第４条の規定により採用された職員
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（以下「任期付短時間勤務職員」という。）にあってはその者の管理

職手当の額に勤務時間条例第２条第４項の規定により定められたその

者の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間で除して得た数をそれ

ぞれ乗じて得た額とし、その額に１円未満の端数があるときは、その

端数を切り捨てた額とする。 

（以下「任期付短時間勤務職員」という。）にあってはその者の管理

職手当の額に勤務時間条例第２条第４項の規定により定められたその

者の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間で除して得た数をそれ

ぞれ乗じて得た額とし、その額に１円未満の端数があるときは、その

端数を切り捨てた額とする。 

３ 再任用職員の管理職手当の額は、その者に適用させる給料表及び職

務の級に応じ、別表第２に定める支給月額  とする。この場合にお

いて、別表第２の職務の級に対応する支給月額   が２以上掲げら

れているときは、その者の職務の困難性、責任の度合い等を考慮し、

そのうちのいずれかを教育委員会が指定する。 

３ 削除 

４ 再任用職員のうち育児短時間勤務職員等にあってはその者の管理職

手当の額に勤務時間条例第２条第２項の規定により定められたその者

の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間で除して得た数を、法第2

8条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占めるもの（以下「再任用

短時間勤務職員」という。）にあってはその者の管理職手当の額に勤

務時間条例第２条第３項の規定により定められたその者の勤務時間を

同条第１項に規定する勤務時間で除して得た数をそれぞれ乗じて得た

額（その額に１円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）と

する。 

３ 定年前再任用短時間勤務職員の管理職手当の額は、その者に適用

させる給料表及び職務の級に応じ、別表第２に定める支給月額（支

給月額が２以上掲げられているときは、その者の職務の困難性、責

任の度合い等を考慮して、いずれか静岡市教育委員会（以下「教育

委員会」という。）が指定する額）             に勤

務時間条例第２条第３項の規定により定められたその者の勤務時間を

同条第１項に規定する勤務時間で除して得た数を    乗じて得た

額（その額に１円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）と

する。 

（平19教委規則14・全改、平20教委規則９・平22教委規則11・

一部改正、平29教委規則13・旧第３条繰上・一部改正） 

（平19教委規則14・全改、平20教委規則９・平22教委規則11・

一部改正、平29教委規則13・旧第３条繰上・一部改正） 

（管理職手当の支給月額等の特例） （管理職手当の支給月額等の特例） 
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第３条 教育委員会は、その者の職務の困難性、責任の度合い等を考慮

し、特に必要があると認めるときは、前条第１項若しくは第３項の規

定によりその者に適用される別表第１若しくは別表第２に定める支給

月額又は前条第２項若しくは前条第４項により算出された育児短時間

勤務職員等、任期付短時間勤務職員若しくは再任用短時間勤務職員 

  の管理職手当の額にその額に100分の30を乗じて得た額を超えな

い範囲で教育委員会が定める額を加算することができる。 

第３条 教育委員会は、その者の職務の困難性、責任の度合い等を考慮

し、特に必要があると認めるときは、前条第１項若しくは第３項の規

定によりその者に適用される別表第１若しくは別表第２に定める支給

月額又は前条第２項若しくは前条第４項により算出された育児短時間

勤務職員等、任期付短時間勤務職員若しくは定年前再任用短時間勤務

職員の管理職手当の額にその額に100分の30を乗じて得た額を超えな

い範囲で教育委員会が定める額を加算することができる。 

（平19教委規則14・追加、平20教委規則９・一部改正、平29教

委規則13・旧第４条繰上・一部改正） 

（平19教委規則14・追加、平20教委規則９・一部改正、平29教

委規則13・旧第４条繰上・一部改正） 

（管理職員特別勤務手当の額） （管理職員特別勤務手当の額） 

第４条 （略） 第４条 （略） 

２ 前項の規定にかかわらず、管理職手当が支給される者のうち育児短

時間勤務職員等、任期付短時間勤務職員又は再任用短時間勤務職員 

  に係る前項の規定の適用にあっては、同項中「掲げる管理職手当

の額を支給される者（以下「管理職手当受給者」という。）」とある

のは「おいてその職に応じて定める管理職手当の額」と、「の管理職

手当受給者」とあるのは「の管理職手当」と読み替えるものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、管理職手当が支給される者のうち育児短

時間勤務職員等、任期付短時間勤務職員又は定年前再任用短時間勤務

職員に係る前項の規定の適用にあっては、同項中「掲げる管理職手当

の額を支給される者（以下「管理職手当受給者」という。）」とある

のは「おいてその職に応じて定める管理職手当の額」と、「の管理職

手当受給者」とあるのは「の管理職手当」と読み替えるものとする。 

第５条 （略） 第５条 （略） 

２ 前項の規定にかかわらず、管理職手当が支給される者のうち育児短

時間勤務職員等、任期付短時間勤務職員又は再任用短時間勤務職員 

  に係る前項の規定の適用にあっては、同項中「掲げる管理職手当

受給者」とあるのは「おいてその職に応じて定める管理職手当の額」

２ 前項の規定にかかわらず、管理職手当が支給される者のうち育児短

時間勤務職員等、任期付短時間勤務職員又は定年前再任用短時間勤務

職員に係る前項の規定の適用にあっては、同項中「掲げる管理職手当

受給者」とあるのは「おいてその職に応じて定める管理職手当の額」
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と、「の管理職手当受給者」とあるのは「の管理職手当」と読み替え

るものとする。 

と、「の管理職手当受給者」とあるのは「の管理職手当」と読み替え

るものとする。 

附 則 附 則 

（施行期日） （施行期日） 

１ （略） １ （略） 

（55歳を超える職員の管理職手当の額） （55歳を超える職員の管理職手当の額） 

２ （略） ２ （略） 

３ （略） ３ （略） 

（55歳を超える職員の管理職員特別勤務手当の額） （55歳を超える職員の管理職員特別勤務手当の額） 

４（略） ４ （略） 

                      （条例附則第10号の規定の適用を受ける職員の手当の額） 

５（新設） ５ 条例附則第10項の規定の適用を受ける職員に対する第２条第１項の

規定の適用については、当分の間、同項中「支給月額」とあるのは、「支

給月額に100分の70を乗じて得た額、（その額に、50円未満の端数を生

じたときはこれを切り捨て、50円以上100円未満の端数を生じたときは

これを100円に切り上げた額）」とする。 

６（新設） ６ 条例附則第10項の規定の適用を受ける職員に対する第４条第１項及

び第５条第１項の規定の適用については、当分の間、第４条第１項及び

第５条第１項中「次のとおり」とあるのは、「当該各号に定める額に 

100分の70を乗じて得た額（その額に、50円未満の端数を生じたときは

これを切り捨て、50円以上100円未満の端数を生じたときはこれを100
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円に切り上げた額）」とする。 

（新設） 附 則 

 （施行期日） 

（新設） １ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

（新設） ２ 地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第63号。以下「改

正法」という。）附則第４条第１項又は第２項の規定により採用され

た職員に対するこの規則による改正後の静岡市教育職員の給与に関す

る条例施行規則（以下「新規則」という。）第２条の規定の適用につ

いては、同条第１項中「別表第１」とあるのは、「別表第２」とする。 

（新設） ３ 改正法附則第６条第１項又は第２項の規定により採用された職

員は、新規則第２条第１項に規定する定年前再任用短時間勤務職員

とみなして、新規則の規定を適用する。 

別表第１（略） 別表第１（略） 

【別記1 参照】 【別記1 参照】 

別表第２（略） 別表第２（略） 

【別記2 参照】 【別記2 参照】 

別表第３（第７条関係） 別表第３（第７条関係） 

【別記3 参照】 【別記3 参照】 

備考（略） 備考（略） 
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【別記3】 

 

現行 

区分 職員 加算割合 

高等学校等教育職給料表 

職の職制上の段階等に

よる職員の区分 

４級の職務にある者のうち教育委員会事務局の局長、局次長、理事又は参与の職にある者及び教育

委員会が指定する者（再任用職員を除く。） 

100分の20 

４級の職務にある者（教育委員会事務局の局長、局次長、理事又は参与の職にある者及び教育委員

会が指定する者（再任用職員を除く。）を除く。）及び３級の職務にある者のうち副校長の職にあ

る者（再任用職員を除く。） 

100分の15 

３級の職務にある者（副校長の職にある者（再任用職員を除く。）を除く。）及び２級の職務にあ

る者のうち大学卒経験年数24年以上の者（再任用職員を除く。） 

100分の10 

２級の職務にある者のうち大学卒経験年数８年以上24年未満の者（再任用職員を除く。）及び再任

用職員のうち２級の職務にある者 

100分の５ 
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改正後（案） 

区分 職員 加算割合 

高等学校等教育職給料表 

職の職制上の段階等に

よる職員の区分 

４級の職務にある者のうち教育委員会事務局の局長、局次長、理事又は参与の職にある者及び教育

委員会が指定する者（定年前再任用短時間勤務職員を除く。） 

100分の20 

４級の職務にある者（教育委員会事務局の局長、局次長、理事又は参与の職にある者及び教育委員

会が指定する者（定年前再任用短時間勤務職員を除く。）を除く。）及び３級の職務にある者の

うち副校長の職にある者（定年前再任用短時間勤務職員を除く。） 

100分の15 

３級の職務にある者（副校長の職にある者（定年前再任用短時間勤務職員を除く。）を除く。）

及び２級の職務にある者のうち大学卒経験年数24年以上の者（定年前再任用短時間勤務職員を除

く。） 

100分の10 

２級の職務にある者のうち大学卒経験年数８年以上24年未満の者（定年前再任用短時間勤務職員

を除く。）及び定年前再任用短時間勤務職員のうち２級の職務にある者 

100分の５ 

 



議案第４８号 

 

   静岡市立の高等学校教育職員の特殊勤務手当に関する規則の一部改正について 

 

 静岡市立の高等学校教育職員の特殊勤務手当に関する規則の一部を改正する規則を次のよう

に定める。 

  令和５年３月２３日提出 

 

静岡市教育委員会 

教育長 赤 堀 文 宣 

（教育委員会事務局教育局教職員課） 

 

記 

 

１ 内  容   別紙のとおり 

 

２ 提案理由    令和４年度から定時制課程が閉課程されたことにより、「兼務手当」がな

くなったため、別表（第５条関係）を改正する必要がある。また別表内の誤 

記載を訂正する必要がある。 

 

規２－(２) ⑦ 



審査議案 第    号 静岡市例規集 第３巻 ５９９０頁 

 

例規概要説明書（教育局教職員課） 

１ 例規の名称 静岡市立の高等学校教育職員の特殊勤務手当に関する規則 

２ 制定改廃の別

（該当を選択） 
□制定    ■一部改正    □全部改正    □廃止 

３ 制定改廃の

理由 

令和４年度から定時制課程が閉課程されたことにより、「兼務手当」がなく 

なったため、別表（第５条関係）を改正する必要がある。また別表内の誤 

記載を訂正する。 

４ 施行期日  令和５年４月１日 

５ 制定改廃の

概要 

別表内「兼務手当」の欄を削除する等、別表の改正を行う。 

６ 法的な検討

事項 

 

７ 関係する法

令･条例等 

静岡市教育職員の給与に関する条例 

８ 予算措置等

特記事項 

 

 



静岡市教育委員会規則第  号 

 静岡市立の高等学校教育職員の特殊勤務手当に関する規則の一部を改正する規則をここに

制定する。 

  令和  年  月  日 

 

静岡市教育委員会 

教育長 赤 堀 文 宣      

 

   静岡市立の高等学校教育職員の特殊勤務手当に関する規則の一部を改正する規則 

 静岡市立の高等学校教育職員の特殊勤務手当に関する規則（平成15年静岡市教育委員会

規則第36号）の一部を次のように改正する。 

 第５条第２項中「及び第７項」を削る。 

 別表中 

「 

   ７時間45分未満 360／510 

を 

条例第８条第２項第

３号に掲げる業務 

5,100円 ７時間45分以上 100／100 

４時間未満 20／36 

条例第８条第２項第

４号に掲げる業務 

3,600円 ４時間以上 100／100 

  

」  

「 

 条例第８条第２項第

３号に掲げる業務 

5,100円 ７時間45分未満 360／510 

に、 
７時間45分以上 100／100 

条例第８条第２項第

４号に掲げる業務 

3,600円 ４時間未満 20／36 

４時間以上 100／100 

」  

「 

教育業務連絡指導手当 200円   
を 

兼務手当 2,000円   

」  



「 

教育業務連絡指導手当 200円   に 

」  

改める。 

   附 則 

 この規則は、令和５年４月１日から施行する。 
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〇静岡市立の高等学校教育職員の特殊勤務手当に関する規則（平成15年静岡市教育委員会規則第36号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

○静岡市立の高等学校教育職員の特殊勤務手当に関する規則 ○静岡市立の高等学校教育職員の特殊勤務手当に関する規則 

  

（特殊勤務手当の額） （特殊勤務手当の額） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

２ 条例第８条第５項及び第７項の教育委員会規則で定める額は、別

表に定める支給額とする。 

２ 条例第８条第５項     の教育委員会規則で定める額は、別

表に定める支給額とする。 

（新設） 附 則 

 この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

別表（第５条関係） 

 【別記 参照】 

別表（第５条関係） 

 【別記 参照】 

【別記】 

現行 

種類 支給額 従事時間 調整率 

特殊業務手当 条例第８条第２項第１号アに掲げ

る業務 

8,000円（被害が特に甚大な非常災害（教

育委員会の定めるものに限る。）の際

に、心身に著しい負担を与えると教育委

員会が認める業務に従事した場合にあっ

ては、当該額にその100分の100に相当す

る額を加算した額） 

７時間45分未満 50／100 

７時間45分以上 100／100 
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条例第８条第２項第１号イに掲げ

る業務 

7,500円７時間45分未満 50／100 

７時間45分以上 100／100 

条例第８条第２項第１号ウに掲げ

る業務 

7,500円４時間未満 25／100 

４時間以上７時間45分未

満 

50／100 

７時間45分以上 100／100 

条例第８条第２項第２号に掲げる

業務 

5,100円７時間45分未満 50／100 

７時間45分以上 100／100 

７時間45分未満 360／510 

条例第８条第２項第３号に掲げる

業務 

5,100円７時間45分以上 100／100 

４時間未満 20／36 

条例第８条第２項第４号に掲げる

業務 

3,600円４時間以上 100／100 

               

条例第８条第２項第５号に掲げる

業務 

900円７時間45分未満 50／100 

７時間45分以上 100／100 

教育業務連絡指導手当 200円    

兼務手当 2,000円    
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改正後 

種類 支給額 従事時間 調整率 

特殊業務手当 条例第８条第２項第１号アに掲

げる業務 

8,000 円（被害が特に甚大な非常災害

（教育委員会の定めるものに限る。）の

際に、心身に著しい負担を与えると教

育委員会が認める業務に従事した場合

にあっては、当該額にその 100 分の 100

に相当する額を加算した額） 

７時間 45分未満 50／100 

７時間 45分以上 100／100 

条例第８条第２項第１号イに掲

げる業務 

7,500 円７時間 45分未満 50／100 

７時間 45分以上 

 

100／100 

条例第８条第２項第１号ウに掲

げる業務 

7,500 円４時間未満 25／100 

４時間以上７時間 45 分

未満 

50／100 

７時間 45分以上 100／100 

条例第８条第２項第２号に掲げ

る業務 

5,100 円７時間 45分未満 50／100 

７時間 45分以上 100／100 

条例第８条第２項第３号に掲げ

る業務 

5,100 円７時間 45分未満 360／510 

７時間 45分以上 100／100 

条例第８条第２項第４号に掲げ

る業務 

3,600 円４時間未満 20／36 

４時間以上 100／100 
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条例第８条第２項第５号に掲げ

る業務 

900 円７時間 45分未満 50／100 

７時間 45分以上 100／100 

教育業務連絡指導手当 200 円    

 



 

議案第４９号 

 

静岡市立高等学校学則の一部改正について 

 

静岡市立高等学校学則の一部を改正する規則を次のように定める。 

令和５年３月２３日提出 

 

静岡市教育委員会 

教育長  赤 堀 文 宣      

（教育委員会事務局教育局教育総務課） 

 

記 

１ 内  容   別紙のとおり 

２ 提案理由   民法の成年年齢が18歳に引き下げられたことに伴い、静岡市立高等学校学

則のうち、保護者の連署が必要とされる手続について所要の改正をするもの

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

規２－(２) 

⑧ 



                      例規概要説明書 

審査議案 第    号 静岡市例規集 ３巻 6073頁 

 

例規概要説明書（教育局教育総務課） 

１ 例規の名称 静岡市立高等学校学則（平成19年静岡市教育委員会規則第４号） 

２ 制定改廃の別

（該当を選択） 
□制定    ■一部改正    □全部改正    □廃止 

３ 制定改廃の

理由 

民法の定める成年年齢を18歳に引き下げること等を内容とする「民法の一

部を改正する法律」が令和４年４月１日から施行された。 

民法の成年年齢が18歳に引き下げられたことに伴い、静岡市立高等学校学

則のうち、保護者（入学志願者が未成年である場合にあたっては親権者又

は後見人をいい、入学志願者が成年に達している場合又は特別の理由があ

る場合にあたっては保証人（成年に達し、独立の生計を営むものに限る。）

をいう。以下同じ）の連署が必要とされる手続について所要の改正を行う。 

４ 施行期日 令和５年４月１日 

５ 制定改廃の

概要 

保護者の連署が必要とされる手続について、成年に達している者が行う場

合においては、特別な事情がある場合を除き、連署は要しないものとする。 

６ 法的な検討

事項 

民法では、成年は「一人で有効な契約をすることができる年齢、親権に

服さない年齢」とされていることから、本規則に定める手続きにおいても、

保護者の連署を必要としなくとも有効な手続きが可能になると考える。 

一方で、連署の取扱いについては、自治体により異なっており、在学期

間中における父母等の理解や協力については、法施行後もその重要性に変

わりはないため、連署を残すという市も見受けられる。 

本市では、保護者の理解と協力については今後も不可欠と考えるが、こ

れまで通り退学等の手続きについては、保護者と生徒とで十分に話し合い、

学校とも相談するよう各高校から通知等を発出することにより、父母等と

の連絡は十分に図ることができるため、書面上は連署がなくとも運用には

支障がないと判断した。 

よって、成年に達している者が行う手続きについては、保護者の連署を

不要とする。 

７ 関係する法

令･条例等 

   



例規概要説明書 

 

審査議案 第    号 静岡市例規集 ３巻 6073頁 

 

 

８ 予算措置等

特記事項 

 

 



静岡市教育委員会規則第  号 

 静岡市立高等学校学則の一部を改正する規則をここに制定する。 

  令和  年  月  日 

 

                    静岡市教育委員会 

                    教育長 

 

   静岡市立高等学校学則の一部を改正する規則 

 静岡市立高等学校学則（平成19年静岡市教育委員会規則第４号）の一部を次のように改正す

る。 

 目次中「・第43条」を「―第43条」に改める。 

 第42条の次に次の１条を加える。 

 （成年に達している場合の特例） 

第42条の２ この規則の規定により保護者との連署を要する手続を成年に達している者がする

場合にあっては、当該規定にかかわらず、教育長が特に必要があると認めるときを除き、保

護者の署名は要しないものとする。 

 様式第１号中「保護者と連署して」を「次のとおり」に改める。 

 様式第２号、様式第４号及び様式第５号中「保護者と連署の上」を「許可されるよう」に改

める。 

 様式第10号中「保護者との連署の上」を削る。 

   附 則 

 この規則は、令和５年４月１日から施行する。 



   静岡市立高等学校学則の一部を改正する規則 

 静岡市立高等学校学則（平成19年静岡市教育委員会規則第４号）の一部を次のように改正する。         

改正前 改正後 

（新規） 

 

 

 

 

 

 

様式第１号（第14条関係） 別記１（改正前）の

とおり 

様式第２号（第17条関係） 別記２（改正前）の

とおり 

様式第４号（第18条関係） 別記３（改正前）の

とおり 

様式第５号（第20条関係） 別記４（改正前）の

とおり 

様式第10号（第25条関係） 別記５（改正前）の

とおり 

（成年に達している場合の特例） 

第42条の２ この規則の規定により保護者との

連署を要する手続を成年に達している者がす

る場合にあっては、当該規定にかかわらず、教

育長が特に必要があると認めるときを除き、

保護者の署名は要しないものとする。 

様式第１号（第14条関係） 別記１（改正後）の

とおり 

様式第２号（第17条関係） 別記２（改正後）の

とおり 

様式第４号（第18条関係） 別記３（改正後）の

とおり 

様式第５号（第20条関係） 別記４（改正後）の

とおり 

様式第10号（第25条関係） 別記５（改正後）の

とおり 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

   附 則 

 この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記１（改正前） 

様式第1号(第14条関係) 

入学願書 

年  月  日 

(宛先)静岡市立       学校長 

 私は貴校に入学したいので、保護者と連署して志願します。 

受付番

号 

※ 選抜の種

類 
  

※1 

  

志望学

科 

第1志望 第2志望 学校裁量枠 

(希望者) 

部活動名 ポジション等 ※2 

          

志
願
者 

(ふりがな) 
氏 名 

  

生年月日     年  月  日生 

現 住 所   

入学後の 
予定住所 

  

保
護
者 

(ふりがな) 
氏 名 

  
志願者と
の 続 柄 

  

現 住 所   

連絡先電話番号   

志
願
者
の
学
歴
及
び
職
歴 

学校名 年月日 入学 卒業 その他 

小学校第6学年   卒業 

中学校第1学年   入学 

中学校第3学年   卒業見込・卒業 

      

      

      

      

(注) 
 1 「受付番号」(※)の欄は記入しないでください。 
 2 「選抜の種類」の欄には、一般選抜の場合は「一般」、海外帰国生徒選抜の場合は「海外」と記

入してください。 
 3 「※1」、「※2」の欄は、各高等学校の指示がある場合のみ記入してください。 
 4 「志望学科」の欄には、学科名を記入してください。第2志望がない場合には、「第2志望」の

欄に斜線を引いてください。 
 5 「学校裁量枠」の欄は、学校裁量枠の希望者を対象とする選抜段階「Ⅰ」に志願する場合のみ記

入し、希望者を対象とする選抜段階を志願しない場合は斜線を引いてください。このとき、「部活



動名」の欄は、審査項目における種目名を必ず記入し、「ポジション等」の欄は、ポジション、専
門種目、楽器名等がある場合のみ記入してください。 

 6 「志願者 入学後の予定住所」の欄は、現住所と異なる場合のみ記入してください。 
 7 「保護者 現住所」の欄は、志願者の現住所と異なる場合のみ記入してください。 
 8 「連絡先電話番号」の欄は、志願者又は保護者の連絡先電話番号を記入してください。 
 9 中学校第1学年入学以降に転入学又は編入学をした者は、「志願者の学歴及び職歴」の欄の第4

行以降に必要事項を記入してください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



別記１（改正後） 

様式第１号（第14条関係） 

入学願書 

年  月  日 

（宛先）静岡市立       学校長 

 私は貴校に入学したいので、次のとおり志願します。 

受付番

号 

※ 選抜の種

類 
  

※１ 

  

志望学

科 

第１志望 第２志望 学校裁量枠 

(希望者) 

部活動名 ポジション等 ※２ 

          

志
願
者 

（ふりがな） 
氏 名 

  

生年月日     年  月  日生 

現 住 所   

入学後の 
予定住所 

  

保
護
者 

(ふりがな) 
氏 名 

  
志願者と
の 続 柄 

  

現 住 所   

連絡先電話番号   

志
願
者
の
学
歴
及
び
職
歴 

学校名 年月日 入学 卒業 その他 

小学校第６学年   卒業 

中学校第１学年   入学 

中学校第３学年   卒業見込・卒業 

      

      

      

      

（注） 
 １ 「受付番号」(※)の欄は記入しないでください。 
 ２ 「選抜の種類」の欄には、一般選抜の場合は「一般」、海外帰国生徒選抜の場合は「海外」と記

入してください。 
 ３ 「※１」、「※２」の欄は、各高等学校の指示がある場合のみ記入してください。 
 ４ 「志望学科」の欄には、学科名を記入してください。第２志望がない場合には、「第2志望」の

欄に斜線を引いてください。 
 ５ 「学校裁量枠」の欄は、学校裁量枠の希望者を対象とする選抜段階「Ⅰ」に志願する場合のみ

記入し、希望者を対象とする選抜段階を志願しない場合は斜線を引いてください。このとき、「部
活動名」の欄は、審査項目における種目名を必ず記入し、「ポジション等」の欄は、ポジション、



専門種目、楽器名等がある場合のみ記入してください。 
 ６ 「志願者 入学後の予定住所」の欄は、現住所と異なる場合のみ記入してください。 
 ７ 「保護者 現住所」の欄は、志願者の現住所と異なる場合のみ記入してください。 
 ８ 「連絡先電話番号」の欄は、志願者又は保護者の連絡先電話番号を記入してください。 
 ９ 中学校第１学年入学以降に転入学又は編入学をした者は、「志願者の学歴及び職歴」の欄の第４

行以降に必要事項を記入してください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



別記２（改正前） 

様式第2号(第17条関係) 

 

編 入 学 願 出 書 

 

年  月  日 

 

 (宛先)静岡市立    学校長 

 

 

 私は貴校に編入学したいので、保護者と連署の上お願いします。 

受 付 番 号 ※ 学 科   

志

願

者 

(ふりがな) 

氏 名 年  月  日生 

現 住 所   

入 学 後 の

予 定 住 所 
  

保

護

者 

氏 名   
志 願 者 と

の 続 柄 
  

現 住 所   

志
願
者
の
学
歴
及
び
職
歴 

学 校 名 年 月 日 入学 卒業 その他 

小学校第6学年   卒業 

中学校第1学年   入学 

中学校第3学年   卒業 

      

      

      

      

(注) ※印の欄は、記入しないでください。 

 

 
 



別記２（改正後） 

様式第２号（第17条関係） 

 

編 入 学 願 出 書 

 

年  月  日 

 

 （宛先）静岡市立    学校長 

 

 

 私は貴校に編入学したいので、許可されるようお願いします。 

受 付 番 号 ※ 学 科   

志

願

者 

（ふりがな） 

氏 名 年  月  日生 

現 住 所   

入 学 後 の

予 定 住 所 
  

保

護

者 

氏 名   
志 願 者 と

の 続 柄 
  

現 住 所   

志
願
者
の
学
歴
及
び
職
歴 

学 校 名 年 月 日 入学 卒業 その他 

小学校第６学年   卒業 

中学校第１学年   入学 

中学校第３学年   卒業 

      

      

      

      

（注） ※印の欄は、記入しないでください。 

 

 



別記３（改正前） 

様式第4号(第18条関係) 

転 入 学 願 出 書 

 

年  月  日 

 

 (宛先)静岡市立    学校長 

 

 

 私は貴校に転入学したいので、保護者と連署の上お願いします。 

受 付 番 号 ※ 学 科   

志

願

者 

(ふりがな) 

氏 名 年  月  日生 

現 住 所   

入 学 後 の

予 定 住 所 
  

保

護

者 

氏 名   
志 願 者 と

の 続 柄 
  

現 住 所   

理由(具体的に書く

こと。) 
  

※ 

転学前の校長意見 
  

※ 許 可 年 月 日      年  月  日 

 (注) ※印の欄は、記入しないでください。 

 

 
 
 



別記３（改正後） 

様式第４号（第18条関係） 

転 入 学 願 出 書 

 

年  月  日 

 

 （宛先）静岡市立    学校長 

 

 

 私は貴校に転入学したいので、許可されるようお願いします。 

受 付 番 号 ※ 学 科   

志

願

者 

（ふりがな） 

氏 名 年  月  日生 

現 住 所   

入 学 後 の

予 定 住 所 
  

保

護

者 

氏 名   
志 願 者 と

の 続 柄 
  

現 住 所   

理由（具体的に書く

こと。） 
  

※ 

転学前の校長意見 
  

※ 許 可 年 月 日      年  月  日 

 （注） ※印の欄は、記入しないでください。 

 

 
 
 



別記４（改正前） 

様式第5号(第20条関係) 

 

転科願出書 

 

年  月  日   

 

 (宛先)静岡市立    学校長 

       科           

第 学年            

氏 名            

保護者住所            

氏 名            

 

 次のとおり転科したいので、保護者と連署の上お願いします。 
 

希 望 学 科  

理 由   

※ 許 可 年 月 日     年  月  日 

(注) ※印の欄は、記入しないでください。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



別記４（改正後） 

様式第５号（第20条関係） 

 

転科願出書 

 

年  月  日   

 

 （宛先）静岡市立    学校長 

       科           

第 学年            

氏 名            

保護者住所            

氏 名            

 

 次のとおり転科したいので、許可されるようお願いします。 
 

希 望 学 科  

理 由   

※ 許 可 年 月 日     年  月  日 

（注） ※印の欄は、記入しないでください。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



別記５（改正前） 

様式第10号(第25条関係) 

 

 

誓 約 書 

 

 

年  月  日  

 

 

 (宛先)静岡市立    学校長 

 

 

生徒氏名           

保護者氏名           

 

 

 私は静岡市立        学校の教育方針に従い、校則を固く守り、学業に励み、生徒として

の本分を尽くすことを保護者と連署の上誓います。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



別記５（改正後） 

様式第10号（第25条関係） 

 

 

誓 約 書 

 

 

年  月  日  

 

 

 （宛先）静岡市立    学校長 

 

 

生徒氏名            

保護者氏名            

 

 

 私は静岡市立        学校の教育方針に従い、校則を固く守り、学業に励み、生徒として

の本分を尽くすことを誓います。 

 

 

 



 ⑨ 
議案第５０号 

 

静岡市教育委員会事務局事務専決規則の一部改正について 

 

静岡市教育委員会事務局事務専決規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

令和５年３月２３日提出 

 

静岡市教育委員会 

教育長  赤 堀 文 宣 

（教育委員会事務局教育局教育総務課） 

 

記 

１ 内  容   別紙のとおり 

２ 提案理由   地方公務員法の規定に基づき、職員の高齢者部分休業制度を導入するため、所

要の改正を行うものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

規２－(２) 



【地方公務員法 ※抜粋】 

 

(高齢者部分休業) 

第二十六条の三 任命権者は、高年齢として条例で定める年齢に達した職員が申請した場

合において、公務の運営に支障がないと認めるときは、条例で定めるところにより、当

該職員が当該条例で定める年齢に達した日以後の日で当該申請において示した日から当

該職員に係る定年退職日(第二十八条の二第一項に規定する定年退職日をいう。)までの

期間中、一週間の勤務時間の一部について勤務しないこと(次項において「高齢者部分

休業」という。)を承認することができる。 

２ 前条第二項から第四項までの規定は、高齢者部分休業について準用する。 

 



⑨-1 
 

静岡市職員の高齢者部分休業に関する条例の制定について 

 

１ 趣旨 

   定年年齢の引き上げに伴い、職員の加齢による諸事情への対応や地域貢献等、高齢

期職員の多様な働き方のニーズに応えるための選択肢の一つとして、職員の高齢者部

分休業に関して必要な事項を定めた条例を制定する。令和５年４月１日施行とする。 

 

 

２ 概要（案） 

①制度の概要  任命権者は、職員が申請した場合において、６０歳に達する日後の

最初の４月１日以降定年退職日までの間において、高齢者部分休業を

取得することができる。 

②休業の承認要件 公務の運営に支障がないと認めるとき。  

③休業の取得期間 ６０歳に達する日後の最初の４月１日以降定年退職日までの間 

④休業の取得時間 一般職員の正規の勤務時間の始め又は終わりにおいて、１日２時間 

を超えない範囲内 

⑤休業の取得単位 30 分単位 

⑥休業の取消・短縮

事由 

次に該当する場合は、高齢者部分休業を取消・短縮することができる。 

・高齢者部分休業をしている職員の業務を処理するための措置を講ず

ることが著しく困難となった場合で当該職員の同意を得たとき。 

⑦休業時間の延長 次に該当する場合は、休業時間を延長することができる。 

・既に高齢者部分休業をしている職員から休業時間の延長の申出があ

った場合で公務の運営に支障がないと認めるとき。 

⑧給与の扱い 休業している期間は、勤務しない時間について減額して給与を支給 

※減額対象は、給料月額に加え、高齢者部分休業が職員の意思により

休業を取得する性質のものであることから、各種手当等も減額して支

給する。 

【退職手当】 

 退職手当の算定の基礎となる勤続期間の計算に関しては、定年退職

前に先行的に休業を取得するという制度趣旨に鑑み、部分休業取得期

間の２分の１を勤続期間から除算する。 

【期末手当】 

部分休業取得期間の２分の１を勤続期間から除算する。 

【勤勉手当】 

部分休業取得期間の全期間を勤続期間から除算する。 

⑨特殊な職の扱い 病院、こども園、消防、教育現場も対象。※公務の運営に支障がない場合。 

施行日 令和５年４月１日 

根拠法令 地方公務員法第 26条の３（H19.５.16 改正、H19.８.１施行） 

 



静岡市教育委員会規則第  号 

 静岡市教育委員会事務局事務専決規則の一部を改正する規則をここに制定する。 

  令和  年  月  日 

 

静岡市教育委員会 

教育長                

 

   静岡市教育委員会事務局事務専決規則の一部を改正する規則 

 静岡市教育委員会事務局事務専決規則（平成15年静岡市教育委員会規則第16号）の一部を次

のように改正する。 

 別表２個別専決事項教育総務課に関する事項の表及び教職員課に関する事項の表中「部分休

業」の次に「並びに高齢者部分休業」を加える。 

   附 則 

 この規則は、令和５年４月１日から施行する。 



 

1 

 

⑨-2 

静岡市教育委員会事務局事務専決規則（平成15年静岡市教育委員会規則第16号）新旧対照表 

２ 個別専決事項 

  教育総務課に関する事項 

現行 

専決者

専決事項 

局次長 課長 

１～５ 【略】   

６ 職員の育児休業、育児短時間勤務及び部分休業          に関するこ

と。 

 ○ 

７～17 【略】   

 

改正後（案） 

専決者

専決事項 

局次長 課長 

１～５ 【略】   

６ 職員の育児休業、育児短時間勤務及び部分休業並びに高齢者部分休業に関するこ

と。 

 ○ 

７～17 【略】   

 

 



2 
 

  教職員課に関する事項 

 

現行 

専決者

専決事項 

局次長 課長 

１～４ 【略】   

５ 学校職員の育児休業、育児短時間勤務及び部分休業          に関する

こと。 

 ○ 

６～20 【略】   

  

 

改正後（案） 

専決者

専決事項 

局次長 課長 

１～４ 【略】   

５ 学校職員の育児休業、育児短時間勤務及び部分休業並びに高齢者部分休業に関する

こと。 

 ○ 

６～20 【略】   

 



報告第１２号 

 

令和５年度静岡市立の高等学校における入学者選抜の結果について 

 

 令和５年度静岡市立の高等学校入学者選抜の結果について、次のとおり報告する。 

令和５年３月２３日提出 

 

                        静岡市教育委員会                                                                                                                     

教育長 赤 堀 文 宣      
（教育委員会事務局教育局教育総務課） 

 

 

記 

１ 内  容   別紙のとおり 

２ 報告理由   令和５年度静岡市立の高等学校の入学者選抜については、「静岡市立の

高等学校入学者選抜実施要領」に基づき実施したので、その結果について

報告する。 

 

 

 

 

 

⑩ 



- 1 - 

 

１ 日程 

 

選抜の種類 募集期間 検査日程 合格発表 

一般選抜 

特別選抜 

２月 15 日～17 日正午まで 

志願変更：２月 22 日～24 日正午まで 

３月２日 

３月３日 
３月 14 日 

再募集 ３月 16 日～17 日午後４時まで ３月 22 日 ３月 24 日 

 

一般選抜 

  学校裁量枠  各学校独自の選抜方法により合格者を決定。 

  共 通 枠  調査書・面接・学力検査の３つの選抜資料を用い、３段階の選抜

手順により合格者を決定。 

 

特別選抜  

静岡市立高等学校及び清水桜が丘高等学校の普通科では、特別選抜として海外

帰国生徒選抜を実施。 

海外帰国生徒選抜は次の①、②の両方に該当する生徒を対象とする。 

   ① 日本国籍を有し、継続して１年を超える期間、保護者と共に海外に居住し

ていたか、又は居住している者 

   ② 令和２年４月以降に帰国したか、又は令和５年３月までに帰国を予定して

いる者 

 

再募集 

   一般選抜及び特別選抜の結果、合格者数が募集定員に満たない場合は実施する。 

 

 

２ 募集定員 

 

 ≪全日制の課程≫ 

学校名 学科名 学級数 募集定員 

静岡市立高等学校 
普通科 ７ ２８０人 

科学探究科 １   ４０人 

清水桜が丘高等学校 
普通科 ３ １２０人 

商業科 ３ １２０人 
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３ 学校裁量枠 
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４ 令和５年度静岡市立の高等学校入学者選抜の結果一覧 

 
(１)　一般選抜・特別選抜（海外帰国生徒選抜）

学校名 学科
募集
定員

志願者
数

志願
倍率

選抜段
階等

選抜
割合

定員
受検
者数

合格
者数

総合格
者数

海外帰
国生徒

若干名 1 1
287

学校裁
量枠

8% 23 51 25

昨年
(1.22)

共通枠 261

0.93
学校裁
量枠

10% 4 12 2 38

昨年
(1.35)

共通枠 36
男19
女19

海外帰
国生徒

若干名 0 0

学校裁
量枠Ⅰ

15% 18 24 18

学校裁
量枠Ⅱ

30% 36 110 40

昨年
(1.08)

共通枠 65

学校裁
量枠Ⅰ

35% 42 51 42
123

学校裁
量枠Ⅱ

15% 18 70 19

昨年
(0.86)

共通枠 62

(２)　再募集 （3/16-17 願書受付、3/22 面接等の実施、3/24 合格発表）

学校名 学科
募集
定員

志願
者数

志願
倍率

選抜段
階等

選抜
割合

定員
受検
者数

合格
者数

静岡市立
高等学校

科探 2 0

商業 120 132

1.10

静岡市立
高等学校

普通 280 361

40

1.29

科学
探究

37

清水桜が丘
高等学校

普通 120 148

男152
女135

※県内公立高等学校全日制の平均志願倍率は1.04倍（令和４年度1.02倍）

1.23
123

男52
女71

男67
女56




























































































